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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 （百万円） － － － － 98,999

経常利益 （百万円） － － － － 6,800

親会社株主に帰属する

当期純利益
（百万円） － － － － 4,697

包括利益 （百万円） － － － － 4,853

純資産額 （百万円） － － － － 34,087

総資産額 （百万円） － － － － 67,602

１株当たり純資産額 （円） － － － － 4,692.93

１株当たり当期純利益 （円） － － － － 647.19

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － 644.88

自己資本比率 （％） － － － － 50.4

自己資本利益率 （％） － － － － 13.8

株価収益率 （倍） － － － － 4.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） － － － － 8,144

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） － － － － △1,353

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） － － － － 75

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） － － － － 19,889

従業員数 （人） － － － － 687

（注）第99期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前期以前については記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 （百万円） 88,624 83,776 88,059 96,373 96,448

経常利益 （百万円） 4,673 4,636 2,585 4,020 6,677

当期純利益 （百万円） 3,161 2,985 1,708 2,938 4,687

持分法を適用した場合の

投資利益
（百万円） － － － － －

資本金 （百万円） 4,327 4,329 4,329 4,329 4,329

発行済株式総数 （千株） 7,278 7,282 7,284 7,284 7,284

純資産額 （百万円） 24,619 26,798 27,531 30,080 34,071

総資産額 （百万円） 54,028 57,617 55,714 63,920 65,169

１株当たり純資産額 （円） 3,390.14 3,689.25 3,789.39 4,140.67 4,690.71

１株当たり配当額
（円）

90.00 100.00 100.00 110.00 140.00

〔うち１株当たり中間配当額〕 〔－〕 〔－〕 〔40.00〕 〔45.00〕 〔50.00〕

１株当たり当期純利益 （円） 435.86 411.38 235.35 404.79 645.76

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 433.95 409.74 234.46 403.35 643.45

自己資本比率 （％） 45.5 46.5 49.4 47.0 52.2

自己資本利益率 （％） 13.6 11.6 6.3 10.2 14.6

株価収益率 （倍） 4.7 4.5 7.6 6.2 4.3

配当性向 （％） 20.6 24.3 42.5 27.2 21.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 543 757 1,276 1,882 －

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △63 △136 △116 417 －

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △797 △799 △1,164 △929 －

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 11,835 11,657 11,653 13,023 －

従業員数 （人） 640 645 644 652 650

株主総利回り （％） 178.1 170.4 172.2 242.2 274.1

（比較指標：配当込みＴＯＰ

ＩＸ）
（％） (142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4)

最高株価 （円） 2,285 2,059 1,887 2,657 2,990

最低株価 （円） 1,016 1,788 1,737 1,783 1,981

（注）１．第99期の１株当たり配当額には、創立95周年記念配当10円を含んでおります。

２．最高株価及び最低株価は、2023年10月20日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであり、そ

れ以前については2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、さらにそれ以前に

ついては東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３．第99期より連結財務諸表を作成しているため、第99期の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及

び現金同等物の期末残高は記載しておりません。
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２【沿革】

1930年（昭和５年）６月 第一相互住宅株式会社を設立

1943年（昭和18年）５月 第一建築株式会社に改称

1946年（昭和21年）９月 第一建設株式会社に改称

1956年（昭和31年）12月 第一建設工業株式会社に改称

1963年（昭和38年）４月 東京支店を開設

1963年（昭和38年）６月 当社株式を東京・大阪証券取引所、市場第二部に上場

1982年（昭和57年）１月 福岡営業所（現 九州支店）を開設

1986年（昭和61年）６月 沖縄営業所を開設

1988年（昭和63年）10月 札幌営業所（現 札幌支店）を開設

本社事務所を神戸市中央区に移転

1989年（平成元年）10月 「株式会社イチケン」に商号変更し、本店を神戸市中央区に変更

大阪営業所（現 関西支店）を開設

1990年（平成２年）９月 当社株式を東京・大阪証券取引所、市場第一部に上場

1994年（平成６年）２月 仙台営業所を開設

1994年（平成６年）９月 名古屋営業所（現 名古屋支店）を開設

1996年（平成８年）４月 本社事務所を東京都港区に移転

2000年（平成12年）２月 本社事務所を東京都台東区に移転

2008年（平成20年）７月 本店所在地を神戸市中央区から東京都台東区に変更

2008年（平成20年）11月 大阪証券取引所市場第一部の上場廃止

2015年（平成27年）７月 本社事務所を東京都港区に移転し、本店所在地を東京都港区に変更（現 東京本社）

2017年（平成29年）４月 広島営業所を開設

2018年（平成30年）11月 ハノイ事務所（ベトナム）を開設

2022年（令和４年）３月 ベトナムに子会社（ICHIKEN VIETNAM CONSTRUCTION CO.,LTD.)を設立

2022年（令和４年）４月 東京証券取引所の市場区分見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に

移行

2023年（令和５年）10月 東京証券取引所スタンダード市場を選択

2024年（令和６年）７月 片岡工業株式会社(現 連結子会社)の株式取得
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社（片岡工業株式会社）１社及び非連結子会社（ICHIKEN VIETNAM CONSTRUCTION

CO.,LTD.）１社により構成されており、建築・土木・舗装・内装仕上工事等の建設事業及び不動産事業を主な事業の

内容としております。

また、関連当事者である㈱マルハンはその他の関係会社であります。

当社グループの事業に係る位置付けは次のとおりであります。

なお、次の２部門は「第５　経理の状況　１連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント

の区分と同一であります。

建設事業　　　当社及び子会社は総合建設業を営んでおります。

不動産事業　　当社は不動産売買・賃貸事業等を営んでおります。

 

事業の系統図は次のとおりであります。

※非連結子会社１社につきましては、重要性が乏しいため、事業の系統図への記載を省略しております。
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４【関係会社の状況】

関係会社は次のとおりであります。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合又は
被所有割合（％）

関係内容

（連結子会社）      

片岡工業㈱ 千葉県長生郡 20 総合建設業

土木工事業

所有     100 兼任役員　2人

（その他の関係会社）      

㈱マルハン 京都市上京区 10,000 総合レジャー

施設の運営

被所有 32.44 当社に対し建設工事の

発注をしている。

 

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 2025年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

建設事業 622

不動産事業 6

報告セグメント計 628

全社（共通） 59

合計 687

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は含まれておりません。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(2) 提出会社の状況

   2025年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

650 44.1 16.8 8,053,641

 

セグメントの名称 従業員数（人）

建設事業 588

不動産事業 6

報告セグメント計 594

全社(共通） 56

合計 650

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は含まれておりません。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(3) 労働組合の状況

当社の従業員の組合は結成されておりません。
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(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①　提出会社

当事業年度

補足説明
管理職に占め
る女性労働者
の割合（％）
 （注）１．

男性労働者の
育児休業取得
率（％）
 （注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全労働者
正規雇用労働
者

パート・有期
労働者

3.9 25.0 63.1 66.2 36.5 －

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

 

②　連結子会社

連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の

対象ではないため、記載を省略しております。

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

  7/113



第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) イチケングループの企業理念

① 経営理念

　当社は、品質の向上と安全の徹底に努め、いかなるときもクリエイティビティを発揮し、商業空間事業を通

じ、快適で豊かな社会の実現をめざします。

② 経営ビジョン

　より豊かで快適な『くらし空間』を創造する事で広く社会へ貢献する企業

 

(2) 経営環境及び対処すべき課題

今後の事業環境につきましては、雇用・所得環境が改善する下で、引き続き緩やかな景気回復を期待するも

のの、金融資本市場の変動等による影響や建設業界におきましては、労働力不足や資材価格の状況等、依然と

して不透明な状況が続くものと思われます。

このような事業環境のもと、当社グループは、創業１００周年を迎える２０３０年を目標とする企業像『ビ

ジョン２０３０』（長期経営計画）を策定し、ビジョン２０３０の初年度からの３ヶ年を『中期経営計画（２

０２３－２０２５）』として経営目標を設定し、目標達成に向けた施策を実行してまいります。

 

『ビジョン２０３０』（長期経営計画）

① 企業像

安定した成長を続けていくとともに社会の持続的発展に貢献する企業

② 基本方針

・基幹の建築事業を安定・充実させ、不動産・海外事業を戦略事業として拡充を行い、新規事業を含めた業容

の拡大を目指す

・商業空間の建設事業を中核に確実な成長を遂げる

・技術者集団として品質・安全・環境・原価・生産性を追求する

・財務基盤の充実と安定を図る

・働きやすい職場を追求し、従業員一人ひとりの能力と働きがいを向上させる

・社会のニーズに常に対応し、環境の変化に負けない会社となる

③ 経営目標（２０３０年度〈２０３１年３月期〉）

・売上高１，０００億円、営業利益率５％程度

・ＲＯＥ８％以上

・配当性向３０％程度

・自己資本比率５０％以上

・Ｄ/Ｅレシオ０．３倍程度

・総資産９００億円前後

・期末人員数８００名前後

④ 投資計画

２０３０年度までに総額３００億円を投資

［成長投資］……Ｍ＆Ａ等の活用　　　　　１００億円

［不動産事業］…建設事業の収益補完　　　１００億円

［海外事業］……ベトナム事業展開促進　　　３０億円

［人材開発］……人的資本の拡充　　　　　　４０億円

［デジタル化］…デジタル化社会への対応　　３０億円

 

『中期経営計画（２０２３－２０２５）』

① 基本方針

建設事業の安定と事業領域の拡大・充実を図る

・事業の中核となる建設事業の安定

・持続的な成長に向けた事業領域の拡大

・ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）経営の実践
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② 経営目標

［財務目標］計画期間内での到達目標

・売上高９３０億円、営業利益率５％程度

・ＲＯＥ８％以上

・配当性向３０％程度（純資産額３００億円超過時に検討）

［非財務目標］

・ＥＳＧマテリアリティの実行

③ 投資計画

・『ビジョン２０３０』の投資計画（総額３００億円）から１００億円程度を充当

 

現在進行中の『中期経営計画(２０２３－２０２５)』は2025年度(2026年３月期)が最終になります。これまで

「建設事業の安定と事業領域の拡大・充実を図る」という基本方針に基づき、施策や投資を進めてまいりました。

2024年７月には、土木工事を中心に手掛ける片岡工業株式会社を子会社化いたしました。連携を強化し、インフラ

の老朽化対策や国土強靱化等、土木需要を取り込み、事業領域の拡大を目指してまいります。

また、長期経営計画『ビジョン２０３０』（長期経営計画）の達成に向けて課題となる労働力不足への対策とし

て、人材開発やデジタル化分野への投資を積極的に行っております。特に、BIM（３次元モデル）をはじめとするIT

を活用した業務効率化に力を入れ、現場業務の軽減に努めています。更にベトナム子会社に対しては、BIMのオペ

レーティング業務への対応力を強化するため、当社から教育等の支援を行い、オペレーターのスキル向上に取り組

んでおり、グループ全体の更なる事業領域拡大を狙っております。今後も未来を見据えた志向で施策や投資を進め

ていき、企業価値の向上を目指してまいります。

 

 

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

(1）ガバナンス

　当社グループは、サステナビリティ（持続可能性）の実現に向け、ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）に関する

当社グループの重点課題・目標を「ＥＳＧマテリアリティ」として設定し、その取り組みを通じて各課題の解決に

寄与することが当社の企業価値向上につながるものと考えております。

　その観点から、当連結会計年度におきましても代表取締役社長を委員長、各取締役（常勤でない監査等委員を除

く）を委員とする「リスク管理委員会」を開催し、「ＥＳＧマテリアリティ」の進捗確認及び付随する諸問題への

対応策について経営陣において情報共有を図るとともに、各委員間で議論を深めてまいりました。

 

(2）リスク管理

　リスク管理委員会の諮問機関として、各本部横断の専門部会（環境部会・社会課題部会・ガバナンス部会）を設

置し、サステナビリティを含む諸問題について検討を行い、リスク管理委員会への答申を行うことで、適切なリス

ク管理を行っております。

 

(3）指標・目標

　当社グループは、「ＥＳＧマテリアリティ」に定めるＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）に関する各取り組みを

通じた目標の達成による社会課題の解決に向け、邁進しております。なお、その内容につきましては当社ホーム

ページに開示しております。

 

(4）戦略

　当社グループは、上記の専門部会において人的資本や気候変動等の諸問題について「リスク及び機会の選定」

「影響度や要因の分析」並びに「対応策の立案」を実施し、リスク管理委員会への答申を経て、適宜、経営戦略に

反映しております。なお、人的資本及び気候変動に係る対応状況は次のとおりであります。

 

① 人的資本

　建設業においては、生産年齢人口の減少に伴う人手不足が深刻化し、技能労働者の高齢化も進行する等、慢性的

な課題を抱える状況となっております。

　当該状況下において、当社グループは長期経営計画である「ビジョン２０３０」における基本方針及び経営目標

の達成に向け、「人的資本への投資（デジタル化・人材教育）」を拡充してまいります。人的資本への取り組みに

つきましては、リスク管理委員会の諮問機関である社会課題部会において「従業員の育成」「採用の強化」「離職

の防止」「働きがい向上」の４項目に主眼を置き、人事施策と連携させた新たな人材戦略の構築に向け、本部会内

に設けた女性従業員にて構成された作業部会での検討と併せて議論を進めております。

　その中で「従業員の育成」に関しましては、「当社グループのパーパス『品質・価格ともに顧客満足度の高い建

物を提供できる対応力とサステナブルな社会のために、地球環境に配慮した建設事業者であること。』を体現でき
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る創造性豊かで多様な人材の育成」を基本的な方針に置き、当社グループが求める人物像や知識・経験等を踏まえ

た教育計画の体系化に向けて、評価制度や研修制度の見直し等とともに議論を進めております。

　「離職の防止」に関しましては、建設業における従業員の離職要因の一つが長時間労働であるとの認識のもと、

労務管理の徹底や生産性の向上とは別に、現場作業所における業務量を平準化する取り組みが必要であることか

ら、お取引先様のご理解も賜りながら建設工事における適正工期を確保する取り組みを進めております。

　「働きがい向上」に関しましては、「生産性向上を通じたライフ・ワーク・バランスの充実」を基本的な方針と

し、事業本部内の専門部署を中心としたＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進による時間外労働時間

の低減に引き続き取り組んでおります。また、第三者サーベイを用いた従業員のモチベーションや心身の健康状況

について把握・分析を行うとともに、経済情勢も踏まえた従業員の処遇改善に対する検討も行い、従業員との相互

理解を進め、「採用の強化」にも資する働きやすい職場環境の構築を目指して議論を進めております。

 

② 気候変動

　気候変動は、建設業の市場環境に影響を及ぼし得る重大な問題であり、当社グループとしても「ＥＳＧマテリア

リティ」における重点課題として「気候変動リスクへの取り組み」を掲げ、リスク管理委員会の諮問機関である環

境部会において議論を進めております。具体的には新築工事の作業所における再生可能エネルギー由来の電気の使

用や、建設機械等の燃料に付加することで燃費効率の改善に寄与する燃料促進剤の導入促進等、主としてScope１

（自らの燃料消費等に伴う直接排出）及びScope２（他社から供給された電気等のエネルギー創出に伴う間接排

出）のＣＯ₂排出量の低減について、協力会社様のご協力も仰ぎながら、取り組んでおります。また、Scope３

（自社の事業活動に関連する他社による間接排出）につきましても、消費される一次エネルギーの削減を目的とし

た建築物であるＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の推進等とともに、引き続き、対応を検討しておりま

す。

　また、当社グループはＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に賛同を表明した上で、脱炭素

社会へ移行する「移行シナリオ」、当該対策が実施されないことにより温暖化が進み、自然災害の発生リスクが増

大する「物理的シナリオ」の２つのシナリオを設定し、２０３０年及び２０５０年時点における影響度を把握して

おります。なお、当連結会計年度において当該内容の確認を行い、その内容につきましては当社ホームページに開

示しておりますが、今後も環境部会による活動を通じて、適宜、その影響度や対応策の再検討を実施してまいりま

す。

 

 

３【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであるた

め、実際の結果と異なる可能性があります。

(1) 受注環境と建設資材価格等の動向による影響について

「商業施設に強みを持ったオンリーワン企業」としての地位の確立を目指して、商業施設を中心に一般民間工

事の新規顧客の獲得と原価管理の強化による利益の向上に努めてまいる所存でありますが、不透明さを払拭でき

ない経済環境にあって、他社との受注競争の激化による工事採算性の悪化及び急激な建設資材価格や労務費の高

騰による工事採算性の悪化が生じた場合には、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 取引先の信用リスクについて

取引先に関する信用力や支払条件等の厳格な審査の実施に努めるとともに信用不安情報の早期収集等、可能な

限り信用リスクの最小化を図っておりますが、景気の減速や建設市場の縮小等により、発注者、協力業者等の取

引先が信用不安に陥った場合には、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 工事代金の回収による影響について

今後の事業計画におきまして、商業施設に経営資源を集中し住宅関連工事の選別受注の強化を図ってまいる所

存でありますが、請負代金の全額回収までに通常よりも期間を要する大型工事等を受注した場合には、キャッ

シュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

 10/113



(4) 施工上の契約不適合等による影響について

施工体制の強化を経営上の重点項目として捉え、品質管理に万全を期しておりますが、訴訟等により契約不適

合責任を追及され損害賠償が発生した場合には、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 保有資産の時価等の変動による影響について

有価証券・不動産・会員権等の資産を保有しており、これらの資産は将来において、時価の変動や使用状況等

により財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 訴訟等のリスクについて

事業活動を行う過程において法令遵守に努めておりますが、訴訟等のリスクに晒される可能性があり、その結

果によっては、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(7) 災害発生に伴うリスクについて

地震、津波等の自然災害などの原因による予期せぬ災害が発生した場合には、財政状態及び経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善し、各種政策の効果もあり、景気の緩やかな回復

が続きましたが、米国新政権の関税引き上げ政策や中東情勢を中心とする地政学リスク、金融資本市場の変動等の

状況を今後も注視していく必要があります。

建設業界におきましては、政府建設投資は堅調に推移しており、民間設備投資についても、脱炭素やデジタル

化、企業収益の改善等を背景に高まりがみられたものの、慢性的な労働力不足や資材価格の高騰等により、依然と

して厳しい経営環境が続いております。

このような状況のなか、当社グループは、従前から培ってきたコア事業である「商業施設」建築のノウハウや企

画・提案力を生かし、店舗等の新築・内装・リニューアル工事や宿泊施設の建設需要に対して積極的な受注活動を

行ってまいりました。

この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は989億９千９百万円となりました。

損益につきましては、営業利益は68億６千６百万円、経常利益は68億円、親会社株主に帰属する当期純利益は46

億９千７百万円となりました。

なお、当連結会計年度は連結財務諸表作成初年度であるため、前期との比較は行っておりません。

 

セグメントの経営成績は、以下のとおりであります。

（建設事業）

受注高は1,036億２千６百万円となりました。完成工事高は987億３千万円となり、次期への繰越工事高は902億

５千５百万円となりました。そして、セグメント利益は87億４千８百万円となりました。

（不動産事業）

不動産事業売上高は２億６千９百万円、セグメント利益は９千８百万円となりました。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は198億８千９百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、81億４千４百万円の資金の増加となりました。主な増加要因は税金等

調整前当期純利益69億４千４百万円、売上債権等の減少56億５千９百万円、未払消費税等の増加22億２千１百万

円、主な減少要因は仕入債務の減少75億７千６百万円、法人税等の支払額11億７千万円などであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、13億５千３百万円の資金の減少となりました。主な増加要因は投資有

価証券の売却による収入１億３千９百万円、主な減少要因は連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支

出10億８千５百万円、差入保証金の差入による支出２億８千万円などであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、７千５百万円の資金の増加となりました。主な増加要因は長期借入れ

による収入29億９千２百万円、主な減少要因は長期借入金の返済による支出20億１千４百万円、配当金の支払額

８億３千２百万円などであります。
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③ 受注高、売上高及び繰越工事高の実績

　受注工事高、売上高及び繰越工事高

期別
セグメントの
名称

前期繰越
工事高
（百万円）

当期受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

当期売上高
（百万円）

次期繰越
工事高
（百万円）

前連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

建設事業 － － － － －

建築工事 － － － － －

土木工事 － － － － －

計 － － － － －

不動産事業 － － － － －

合計 － － － － －

当連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建設事業      

建築工事 － 102,526 102,526 97,054 88,118

土木工事 － 1,099 1,099 1,675 2,137

計 － 103,626 103,626 98,730 90,255

不動産事業 － － － 269 －

合計 － 103,626 103,626 98,999 90,255

（注）当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前期繰越工事高については記載しておりません。

 

なお、参考のため提出会社個別の事業の実績は次のとおりであります。

 

a．受注工事高、売上高及び繰越工事高

期別
セグメントの
名称

前期繰越
工事高
（百万円）

当期受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

当期売上高
（百万円）

次期繰越
工事高
（百万円）

前事業年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

建設事業      

建築工事 76,513 98,125 174,639 93,258 81,381

土木工事 11 38 50 5 44

計 76,525 98,164 174,689 93,264 81,425

不動産事業 － － － 3,109 －

合計 76,525 98,164 174,689 96,373 81,425

当事業年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建設事業      

建築工事 81,381 101,625 183,006 96,129 86,876

土木工事 44 91 135 49 86

計 81,425 101,716 183,142 96,178 86,963

不動産事業 － － － 269 －

合計 81,425 101,716 183,142 96,448 86,963

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注工事高

にその増減額を含んでおります。したがって、当期売上高にも係る増減額が含まれております。

２．次期繰越工事高は（前期繰越工事高＋当期受注工事高－当期売上高）であります。
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b．受注工事高の受注方法別比率

　工事の受注方法は、特命と競争に大別されております。

期別 区分 特命（％) 競争（％) 計（％)

前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

建築工事 29.0 71.0 100

土木工事 100.0 － 100

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建築工事 46.0 54.0 100

土木工事 100.0 － 100

（注）百分比は請負金額比であります。

 

c．売上高

期別 セグメントの名称 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前事業年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

建設事業    

建築工事 1,014 92,243 93,258

土木工事 － 5 5

計 1,014 92,249 93,264

不動産事業 － 3,109 3,109

合計 1,014 95,358 96,373

当事業年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建設事業    

建築工事 426 95,703 96,129

土木工事 － 49 49

計 426 95,752 96,178

不動産事業 － 269 269

合計 426 96,021 96,448

（注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前事業年度　請負金額５億円以上の主なもの

芙蓉総合リース㈱ 「ＪＩＹＵＧＡＯＫＡ ｄｅ ａｏｎｅ」（自由が丘

デュ アオーネ）新築工事

イオンリテール㈱ イオンスタイル赤羽新築工事

第一交通産業㈱ グランドパレス大淀河畔新築工事

第一リアルター㈱ ロワジールホテル 京都東寺新築工事

イオンリテール㈱ イオンスタイル武蔵狭山新築工事

当事業年度　請負金額５億円以上の主なもの

㈱ニトリ 福岡ＤＣ新築工事

ＩＳ鳥栖開発１号特定目的会社 鳥栖物流センター新築工事

三菱地所レジデンス㈱ ザ・パークハウス三郷新築工事

オーケー店舗保有㈱ オーケー高井田店新築工事

㈱Ｅｃｏ Ｒｉｎｇ Ｊａｐａｎ

Ｈｏｌｄｉｎｇｓ・㈱エコリング

エコリング本社屋新築工事
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２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。

前事業年度

　該当事項はありません。

当事業年度

　㈱ニトリ　12,469百万円　13.0％

 

d．次期繰越工事高（2025年３月31日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

建築工事 1,247 85,629 86,876

土木工事 － 86 86

計 1,247 85,715 86,963

（注）次期繰越工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりであります。

大阪ロジスティクス特定目的会社 ＬＯＧＩＰＯＲＴＡＬ大正新築工事 2025年４月完成予定

㈱コスモビューティー コスモビューティー神戸新築工事 2025年11月完成予定

青梅駅前地区市街地再開発組合 青梅駅前地区第一種市街地再開発事業に係る建設工事 2026年３月完成予定

アパホーム㈱／アパマンション㈱ （仮称）アパホテル〈さいたま新都心駅西〉新築工事 2026年５月完成予定

第一リアルター㈱ （仮称）ホテル浦安千鳥ＰＪ　新築工事 2026年６月完成予定

 

(2)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

① 財政状態の分析

当連結会計年度末における資産合計は676億２百万円、負債合計は335億１千４百万円、純資産合計は340億８千７百

万円となりました。

a．流動資産

現金預金が199億５千６百万円、受取手形・完成工事未収入金等が285億９百万円、電子記録債権が33億３百万

円、販売用不動産が53億６千９百万円、仕掛販売用不動産が21億５千７百万円等となり、流動資産合計は620億５百

万円となりました。

b．固定資産

機械、運搬具及び工具器具備品が１億円、リース資産が１億４千８百万円、のれんが10億６千７百万円、投資有

価証券が25億４百万円等となり、固定資産合計は55億９千７百万円となりました。

c．流動負債

支払手形・工事未払金が92億５千９百万円、電子記録債務が60億５千９百万円、未払消費税等が22億４千８百万

円、未成工事受入金が39億８千万円等となり、流動負債合計は270億８千５百万円となりました。

d．固定負債

長期借入金が46億６千１百万円、退職給付に係る負債が15億４千万円等となり、固定負債合計は64億２千９百万

円となりました。

e．純資産

資本金が43億２千９百万円、利益剰余金が286億７千万円、その他の包括利益累計額合計が８億７千８百万円等と

なり、純資産合計は340億８千７百万円となりました。

 

② 経営成績の分析

経営成績につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析 (1)経営成績等の状況の概要 ① 財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであります。

 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

 15/113



③ キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況については、「第２ 事業の状況 ４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析 (1)経営成績等の状況の概要 ② キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりで、キャッシュ・

フロー指標は次のとおりであります。

 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

自己資本比率（％） － － 50.4

時価ベースの自己資本比率（％） － － 29.6

キャッシュ・フロー対有利子負債

比率（年）
－ － 0.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍）
－ － 76.5

 
（注）自己資本比率 ：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー／利払い

１．いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

３．キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象

としております。

５．当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前期以前については記載しておりません。

 

④ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しており

ます。この連結財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定

を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりであります。

a．繰延税金資産の回収可能性

繰延税金資産については、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保できることや、回収可能性があると判

断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。当社グループでは、取締役会等において決議さ

れた翌事業年度の事業計画に基づき回収可能性を検討しておりますが、繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得

の見積りに依存するため、前提とした条件や仮定に変更が生じ、繰延税金資産の全部又は一部に回収可能性がないと

判断した場合には、繰延税金資産の計上額が変動する可能性があります。

b．販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価

当社グループが保有している販売用不動産及び仕掛販売用不動産については、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」を適用しており、期末に帳簿価額と正味売却価額を比較し、正味売却価額が帳簿価額を下回っている場合には、

販売用不動産及び仕掛販売用不動産に係る評価損として計上しております。当社グループでは、経済情勢や不動産市

況の悪化等により、収益性が低下した場合には、正味売却価額が下落することで、販売用不動産及び仕掛販売用不動

産に係る評価損が計上される可能性があります。

c．工事原価総額の見積り

工事原価総額の見積りについては、当初は工事契約に関する実行予算によって算出しております。当社グループで

は、実行予算作成時には、将来の気象条件や作成時点で入手可能な情報に基づき、施工条件や建設資材価格等につい

て仮定を設定し、作業効率等を勘案して工種ごとに詳細に積み上げることによって工事原価総額を見積り、工事着工

後完成に至るまでは、作業所において実際の発生原価と対比して適時・適切に工事原価総額の検討・見直しを行って

おります。このように気象条件、施工条件、建設資材価格、作業効率等さまざまな仮定要素があり、適時・適切に見

積りを行っておりますが、将来の損益は見積金額と異なる可能性があります。
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d．工事損失引当金の計上

工事契約について、工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ること

ができる場合には、その超過すると見込まれる額のうち、当該工事契約に関して既に計上された損益の額を控除した

残額を、超過が見込まれた期の損失として処理し、工事損失引当金を計上しております。当社グループでは、工事原

価総額を合理的な方法により算定しておりますが、見積り特有の不確実性が存在するため、将来において認識される

経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

５【重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

建設事業及び不動産事業において、重要な研究開発活動は行われておりません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

（建設事業）

特記事項はありません。

（不動産事業）

特記事項はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

2025年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

摘要
建物・
構築物

機械、運搬具及び
工具器具備品

土地
リース
資産

合計
面積
（㎡）

金額

東京本社・東京支店

（東京都港区）

建設事業

不動産事業
2 44 － － 133 181 348 (注)2

関西支店

（大阪市中央区）
建設事業 6 10 － － 4 21 166 (注)2

九州支店

（福岡市中央区）
建設事業 4 5 － － 6 15 71 (注)2

札幌支店・名古屋支店

他４営業所等

（札幌市中央区他）

建設事業 10 7 － － 3 21 65 (注)2

その他 不動産事業 15 － 13 0 － 16 －  

（注）１．帳簿価額に建設仮勘定は含まれておりません。

２．上記の他、土地及び建物の一部を他の者から賃借しております。賃借料は275百万円であります。

 

(2）国内子会社

2025年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称

帳簿価額(百万円)

従業員数
（人）建物・

構築物
機械、運搬具及び
工具器具備品

土地
リース
資産

合計面積
（㎡）

金額

片岡工業㈱
本社

（千葉県長生郡）
建設事業 － 32 － － － 32 37

（注）帳簿価額に建設仮勘定は含まれておりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　建設事業及び不動産事業において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,240,000

計 22,240,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年６月26日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 7,284,400 7,284,400
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 7,284,400 7,284,400 － －

（注）提出日現在発行数には、2025年６月１日以降の新株予約権の行使により発行されたものは含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2006年６月29日開催の定時株主総会、及び2006年12月15日開催の取締役会において決議されたもので

あります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2006年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2007年２月１日から

2027年１月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）１

発行価格　　1,682

資本組入額　 841

新株予約権の行使の条件 ※（注）２

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

３年間に限り権利行使ができる。相続人による権利行使

は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限り

認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結す

る契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）１．発行価格は、新株予約権の払込金額1,681円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、

新株予約権の払込金額1,681円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺する

こととしております。

２．2008年６月27日開催の取締役会決議に基づき「新株予約権の行使の条件」の一部変更を行い、被付与者が当

社の取締役の地位を喪失した日の翌日から３年間に限り権利行使できる旨を、当社の取締役の地位を喪失し

た日の翌日から１ヶ月間に限り権利行使できる旨に変更しております。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2007年６月28日開催の定時株主総会、及び同日開催の取締役会において決議されたものであります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2007年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2008年６月25日から

2027年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）１

発行価格　　1,335

資本組入額　 667

新株予約権の行使の条件 ※（注）２

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

３年間に限り権利行使ができる。相続人による権利行使

は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限り

認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結す

る契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）１．発行価格は、新株予約権の払込金額1,334円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、

新株予約権の払込金額1,334円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺する

こととしております。

２．2008年６月27日開催の取締役会決議に基づき「新株予約権の行使の条件」の一部変更を行い、被付与者が当

社の取締役の地位を喪失した日の翌日から３年間に限り権利行使できる旨を、当社の取締役の地位を喪失し

た日の翌日から１ヶ月間に限り権利行使できる旨に変更しております。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2008年６月27日開催の定時株主総会、及び同日開催の取締役会において決議されたものであります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2008年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2009年６月25日から

2028年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）

発行価格　　 508

資本組入額　 254

新株予約権の行使の条件 ※

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）発行価格は、新株予約権の払込金額507円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、新株予

約権の払込金額507円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしてお

ります。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2009年６月26日開催の定時株主総会、及び同日開催の取締役会において決議されたものであります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2009年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2010年６月25日から

2029年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）

発行価格　　 297

資本組入額　 148

新株予約権の行使の条件 ※

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）発行価格は、新株予約権の払込金額296円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、新株予

約権の払込金額296円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしてお

ります。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2010年６月29日開催の定時株主総会、及び同日開催の取締役会において決議されたものであります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2010年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2011年６月27日から

2030年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）

発行価格　　 286

資本組入額　 143

新株予約権の行使の条件 ※

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）発行価格は、新株予約権の払込金額285円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、新株予

約権の払込金額285円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしてお

ります。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2011年６月29日開催の定時株主総会、及び同日開催の取締役会において決議されたものであります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2011年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2012年６月25日から

2031年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）

発行価格　　 343

資本組入額　 172

新株予約権の行使の条件 ※

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）発行価格は、新株予約権の払込金額342円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、新株予

約権の払込金額342円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしてお

ります。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2012年６月28日開催の定時株主総会、及び同日開催の取締役会において決議されたものであります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2012年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2013年６月24日から

2032年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）

発行価格　　 564

資本組入額　 282

新株予約権の行使の条件 ※

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）発行価格は、新株予約権の払込金額563円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、新株予

約権の払込金額563円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしてお

ります。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2013年６月27日開催の定時株主総会、及び同日開催の取締役会において決議されたものであります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2013年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2014年６月23日から

2033年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）

発行価格　　 646

資本組入額　 323

新株予約権の行使の条件 ※

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）発行価格は、新株予約権の払込金額645円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、新株予

約権の払込金額645円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしてお

ります。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2014年６月27日開催の定時株主総会、及び同日開催の取締役会において決議されたものであります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2014年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2015年６月25日から

2034年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）

発行価格　　 645

資本組入額　 323

新株予約権の行使の条件 ※

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）発行価格は、新株予約権の払込金額644円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、新株予

約権の払込金額644円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしてお

ります。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2015年６月26日開催の定時株主総会、及び2015年７月30日開催の取締役会において決議されたもので

あります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2015年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 20

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 4,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2016年６月23日から

2035年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）

発行価格　　 1,377

資本組入額　  689

新株予約権の行使の条件 ※

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）発行価格は、新株予約権の払込金額1,376円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、新株

予約権の払込金額1,376円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとし

ております。
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会社法第361条の規定に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬

等について、2016年６月28日開催の定時株主総会、及び同日開催の取締役会において決議されたものであります。

 
事業年度末現在
（2025年３月31日）

決議年月日 2016年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役　1

新株予約権の数（個）※ 20

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類 ※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 4,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり　1

新株予約権の行使期間 ※
2017年６月26日から

2036年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※（注）

発行価格　　1,065

資本組入額　 533

新株予約権の行使の条件 ※

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）発行価格は、新株予約権の払込金額1,064円に行使時の払込金額１円を加算して記載しております。なお、新株

予約権の払込金額1,064円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとし

ております。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2021年４月１日～

2022年３月31日

（注）

4,000 7,282,400 2,442 4,329,644 2,442 214,576

2022年４月１日～

2023年３月31日

（注）

2,000 7,284,400 2 4,329,646 － 214,576

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【所有者別状況】

       2025年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 100株）
単元未満株
式の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 22 106 71 13 5,402 5,620 －

所有株式数

（単元）
－ 2,470 1,932 26,834 9,263 186 31,776 72,461 38,300

所有株式数の

割合（％）
－ 3.41 2.67 37.03 12.78 0.26 43.85 100 －

（注）１．自己株式25,514株は、「個人その他」に255単元、「単元未満株式の状況」に14株を含めて記載しておりま

す。

２．証券保管振替機構名義の株式は、「その他の法人」に２単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

株式会社マルハン 京都市上京区出町今出川上る青龍町231 2,342,800 32.27

一栄会持株会
東京都港区芝浦１－１－１

㈱イチケン内
263,800 3.63

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１－８－12 181,900 2.50

ＢＢＨ　ＬＵＸ／ＢＲＯＷＮ　Ｂ

ＲＯＴＨＥＲＳ　ＨＡＲＲＩＭＡ

Ｎ（ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ）ＳＣ

Ａ　ＣＵＳＴＯＤＩＡＮ　ＦＯ

Ｒ　ＳＭＤ－ＡＭ　ＦＵＮＤＳ－

ＤＳＢＩ　ＪＡＰＡＮ　ＥＱＵＩ

ＴＹ　ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＡＢ

ＳＯＬＵＴＥ　ＶＡＬＵＥ

（常任代理人　株式会社三井住友

銀行）

80 ROUTE D'ESCH LUXEMBOURG

LUXEMBOURG L-1470

（東京都千代田区丸の内１－１－２）

150,000 2.06

原　久美 石川県小松市 90,900 1.25

竹内　理人 東京都世田谷区 84,500 1.16

ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡ

Ｐ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩ

Ｏ

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

PALISADES WEST 6300,BEE CAVE ROAD

BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 US

（東京都新宿区新宿６－27－30）

81,403 1.12

宇藤　秀樹 熊本県熊本市 80,700 1.11

ＴＨＥ ＮＯＭＵＲＡ ＴＲＵＳＴ

ＡＮＤ ＢＡＮＫＩＮＧ ＣＯ．，

ＬＴＤ． ＡＳ ＴＨＥ ＴＲＵＳＴ

ＥＥ ＯＦ ＲＥＰＵＲＣＨＡＳＥ

ＡＧ ＦＵＮＤ ２０２４－０９

（ＬＩＭＩＴＥＤ ＯＴ ＦＩＮＡ

ＮＣ ＩＮ ＲＥＳＡＬＥ ＲＳＴＲ

ＣＴ）

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

東京都千代田区大手町２－２－２

（東京都新宿区新宿６－27－30）
76,000 1.04

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿２－４－１ 74,100 1.02

計 － 3,426,103 47.19

（注）一栄会持株会は、当社の取引先企業で構成されている持株会であります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 25,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,220,600 72,206 －

単元未満株式 普通株式 38,300 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  7,284,400 － －

総株主の議決権  － 72,206 －

（注）１．完全議決権株式（自己株式等）欄は、すべて当社保有の自己株式であります。

２．完全議決権株式（その他）欄には、証券保管振替機構名義の株式 200株（議決権の数２個）が含まれてお

ります。

３．単元未満株式には、当社保有の自己株式14株が含まれております。

②【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イチケン
東京都港区芝浦

１－１－１
25,500 － 25,500 0.35

計 － 25,500 － 25,500 0.35

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 283 701,013

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2025年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式は含めておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 25,514 － 25,514 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2025年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含めておりません。

３【配当政策】

当社は、事業の成長・拡大及び財務基盤の安定化による企業価値の向上と、株主様への直接的な利益還元である配

当の安定的な実施に重点を置き、利益配分につきましては、今後の成長・拡大に備えた内部留保の充実を考慮して決

定することを株主還元の基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度（第99期）の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり140円の配当（うち中間配当50円）を

実施することといたしました。この結果、当事業年度の配当性向は21.7％となりました。

また、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、安定した財務内容の堅持と競

争力を保持するために有効な投資をしてまいります。

なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2024年11月13日
362 50.00

取締役会決議

2025年６月26日
653 90.00

定時株主総会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

１．企業統治の体制

・企業統治の体制の概要及び現状の体制を採用する理由

当社は、監査等委員会設置会社であり、監査等委員は、法務、財務、会計、会社経営の経験等の高い見識と

豊富な経験を有し、取締役会等における中立的かつ客観的な視点からの助言や積極的な意見表明に加えて、日

常的に取締役を含む業務執行者と意見交換を行い、諸会議や意見交換により得られた情報を他の監査等委員と

も積極的に共有することを通じて、独立した客観的な立場で実効性の高い監査体制を構築しております。

取締役会は、法令、定款及び取締役会規則に基づき、企業戦略等の重要事項を決定することとしており、他

社における会社経営経験者、弁護士等の社外取締役による経営方針や経営計画等に関する意見表明及び助言、

利益相反取引の監督の実施等の適切な関与の下、実効性の高い監督体制を構築しております。また、任意の機

関として設けたリスク管理委員会及びその諮問機関であるガバナンス部会を通じて、コーポレートガバナンス

や内部統制の充実・強化を図っております。

なお、取締役会の決定に基づく業務執行上の重要事項は経営会議において審議・決定するとともに、業務分

掌や職務権限等に係る社内規定を定め、各部門の職責と決裁権限等を明確にすることを通じて、経営陣幹部に

よる迅速かつ適切な意思決定が可能となるよう環境を整備しております。

① 取締役会は、監査等委員以外の取締役７名（社外取締役は、独立社外取締役２名を含む３名）、監査等

委員である取締役４名（社外取締役は、独立社外取締役である３名）で構成され、法令、定款及び取締

役会規則に基づき、経営方針、経営戦略等の経営上の重要事項を原則月１回開催される取締役会におい

て審議・決定するとともに、取締役の職務執行についての監督を行っております。なお、経営責任の明

確化を図るため監査等委員以外の取締役の任期は１年間としております。

② 取締役会の決議に基づく業務執行上の重要事項は、代表取締役社長が議長となり、業務執行取締役、常

勤の監査等委員である取締役及び監査等委員以外の社外取締役により構成される経営会議において充分

時間をかけて審議・決定しております。

③ 取締役会の監督機能を強化し、経営の意思決定・監督機関と業務執行の機能を分離し、迅速な意思決定

を図るため、執行役員制度を導入しております。

④ 執行役員は、取締役会の決議により選任され（取締役兼務者４名を含む13名）、代表取締役社長の指揮

命令・監督のもと、担当職務を執行しております。

⑤ 監査等委員会は監査等委員である取締役４名（社外取締役は、独立社外取締役である３名）で構成され

ております。

⑥ 監査等委員である取締役は、監査等委員会が定めた監査方針及び監査計画に従い、取締役会、経営会議

等の重要な会議に常時出席し、業務及び財産等の調査を通じて取締役の職務の執行状況について厳正な

監査を実施しております。

⑦ 当社は、取締役会の諮問機関として、構成員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会を設

け、取締役及び執行役員の指名・報酬等に関する手続きの公平性・透明性・客観性等の強化を図ってお

ります。

⑧ 代表取締役社長を委員長、取締役（常勤でない監査等委員を除く）を委員、外部の弁護士をアドバイ

ザーとするリスク管理委員会及びその諮問機関であるガバナンス部会を設け、コンプライアンスの取組

みの推進・主導活動のほか、コーポレートガバナンスや内部統制の充実・強化を図っております。

⑨ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する

ための体制として、取締役会において内部統制構築の基本方針を定め、内部統制機能の向上を図ってお

ります。

⑩ 代表取締役社長直轄の内部監査部門として業務監査室を設置し、業務監査室は、内部統制システムを円

滑に推進するため、会計監査人と調整を図りながら内部統制システムの更なる整備・向上に取り組むと

ともに、社内教育、研修会を実施して全役職員への啓蒙や意識改革に努めております。

⑪ 業務監査室は、一定規模以上の工事作業所を対象とした日常的な作業所監査のほか、各部門を対象とし

た内部監査を期初に策定した内部監査計画に基づき実施し、これらの監査結果を直接代表取締役社長に

報告するとともに、監査等委員会とも監査結果を共有することにより連携を図っております。また、業

務監査室は、監査機会を通じて被監査部門に対して適宜業務改善指示を行い、被監査部門から改善計画

を報告させることにより、内部監査の実効性を確保しております。
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⑫ 総務・法務部においては、遵法意識の啓蒙、現業部門に対するアドバイザリー業務、契約書等の事前審

査を通じて、法令違反等の未然防止並びに企業活動において発生するリスクの低減に努めております。

⑬ 複数の弁護士や税理士と顧問契約を締結し、客観的で専門的な立場からの意見やアドバイスを受け、経

営判断の重要な指針としております。

・内部統制システムの整備の状況

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・「コンプライアンスに係る基本指針」を定め、全役職員に対して企業活動におけるコンプライアンス

意識の向上とその重要性について継続して教育・指導を行い、法令違反、定款違反等の不正をおこさ

せない企業風土を醸成してまいります。そのために、代表取締役社長を委員長としたリスク管理委員

会を設置し、その諮問機関であるガバナンス部会を通じて、全役職員に対する教育・指導を主導する

等の委員会活動により、コンプライアンスのより一層の充実・強化を図っております。また、内部監

査部門による内部監査及び内部通報制度等を通じて、法令及び定款に違反する行為等を早期に発見・

是正する体制を構築しております。

・市民社会の秩序や安全に影響を与えるような反社会的勢力や団体との関係は断固拒絶し、これらに関

係する企業、団体、個人とは一切取引を行わないこととしております。また、関係行政機関や諸団体

等を通じて反社会的勢力の情報を収集するとともに、講習会、セミナー等を通じて従業員への周知徹

底を図っております。

・財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の基本方針」を遵守するとともに、財

務報告に係る内部統制の整備、運用、評価を行う体制の更なる整備に努めております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

「秘密保持管理規定」及び「文書管理規定」を遵守し、取締役の職務の執行状況を適切に記録、保

存、管理し、取締役は、これらの文書を常時閲覧できる体制としております。

③ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

予想されるリスクに対してその回避、軽減及び対処方法等について適切な管理体制を整えておりま

す。また、不測の事態が発生した場合には、損失の拡大防止と損失を最小限に止めるため、代表取締役

社長を本部長とする対策本部を設置のうえ、迅速に対応しております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

達成すべき全社的目標・計画を取締役及び従業員が認識し、これらの目標を達成するために取締役並

びに各担当者の業務範囲や責任範囲、決裁権限等を明確にし、ＩＴシステムを活用した情報の共有化を

図るとともに業務効率を改善しております。また、目標達成に向けて常に業務の進捗確認を行い、目標

達成の確度を上げております。

⑤ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

「グループ会社管理規定」に基づき、子会社を管理する主管部門を通じて子会社に対して当社と整合

性をもった各種規定・制度の整備・運用を行うよう指導し、当社の取締役会及び主管部門は子会社の重

要案件の取扱いや業務執行状況等について定期的に報告を求め、子会社を適正に管理・監督しておりま

す。また、子会社の業務の適正を確保するため、当社内部監査部門が定期的に子会社の内部監査を実施

するとともに、当社の内部通報制度を子会社の役職員も利用できる体制としております。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員を除く）からの独立性に

関する事項並びに当該取締役及び使用人に対する監査等委員会の指示の実効性に関する事項

監査等委員会の職務を補助する組織または人員を配置し、監査業務の補助を行っております。当該職

務補助者が他部門の使用人を兼務する場合は、監査等委員会の職務補助業務を優先することとしており

ます。また、当該職務補助者の人事異動・人事評価については監査等委員会の意見を尊重して決定して

おります。なお、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は配置しておりません。

⑦ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、全社的に重大な影響を及ぼす事項または及ぼす恐れのある事項（子会社の取締

役もしくは使用人を通じて把握した子会社に重大な影響を及ぼす事項または及ぼす恐れのある事項を

含む）については監査等委員会に速やかに報告する体制としております。

・監査等委員会は必要に応じて当社もしくは子会社の取締役及び使用人に対して業務執行状況の報告を

求めることができ、監査等委員会から報告を求められた者は速やかに報告する体制としております。
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⑧ 監査等委員会に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制

報告者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けることがないよう、「内部通報規

定」の通報者と同様に保護措置を講じる体制としております。

⑨ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社に対して監査等委員がその職務の執行について生ずる費用を請求した場合には、当社はその費用

を負担することとしております。

⑩ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・代表取締役社長は、監査等委員との定期的な会合を実施するとともに、監査等委員に対して適宜必要

な情報を提供し、監査等委員との意思疎通を図っております。

・内部監査部門は、内部監査の結果等を定期的に監査等委員会に報告する等、監査等委員との連携を

図っております。

・監査等委員は、関係部署と連携を図りながら随時情報交換を行い、必要に応じて社内の会議体に出席

できることとしております。

・リスク管理体制の整備の状況

当社を取り巻く経営環境の変化に伴い、管理すべきリスクも複雑・多様化しております。このような状況の

中、当社では、総務・法務部を設置し、「コンプライアンス」及び「企業理念に沿った活動」を広く推進する

体制作りをしております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概念図は次のとおりであります。
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２．取締役の責任免除

当社は、取締役が職務の遂行にあたりその能力を十分発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、

取締役会の決議によって、取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除する

ことができる旨定款に定めております。

３．責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、３百万円または法令が定める最低限度額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められ

るのは、責任の原因となった職務の遂行について善意にして、かつ、重大な過失がない場合に限られます。

４．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこ

と、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害賠償金や争訟費用等を当該

保険契約により塡補することとしております。当該保険契約の被保険者は、当社の取締役及び執行役員並びに子

会社の取締役であり、すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。なお、被保険者

の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者の故意または重大な過失に起因す

る損害等については塡補の対象外としております。

５．取締役の定数

監査等委員以外の取締役の定数は９名以内とし、監査等委員である取締役の定数は４名以内とする旨を定款に

定めております。

６．取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することのできる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票

によらないものとする旨定款に定めております。

７．自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応し機動的な経営を行うことを目的として、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

８．中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、会社法第454条第５項の規定により、取締役会

の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

９．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することのできる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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10．取締役会の活動状況

当社は、原則として、月例の取締役会を毎月１回、決算取締役会を四半期に１回開催することとしておりま

す。当事業年度において、取締役会を合計16回開催しており、各取締役の出席状況は以下のとおりであります。

（取締役会出席状況）

氏名 地位 開催回数 出席回数 出席率

長 谷 川 　博 之 代表取締役社長

１６回

１６回 １００％

政 清 　弘 晃 取締役

磯 野 　慶 治 取締役

小 谷 　実 弦 取締役

武 内 　秀 明 社外取締役

伊 知 地 　俊 人 社外取締役

久 保 田 　裕 丈 社外取締役 １５回 ９３％

湯 浅 　史 朗 取締役（常勤監査等委員）

１６回 １００％
初 瀬 　貴 社外取締役（監査等委員）

井 上 　明 子 社外取締役（監査等委員）

城 戸 　澄 仁 社外取締役（監査等委員）

 

11．取締役会における具体的な検討内容

取締役会におきましては、法令、定款及び取締役会規則（取締役会附議基準を含む）に基づき、主に昨今の建

設業の状況を踏まえた当社の企業価値向上に資する経営戦略について審議・検討しております。

12．指名・報酬委員会の活動状況

当社は、原則として、指名・報酬委員会を四半期に１回開催することとしております。当事業年度において、

指名・報酬委員会を合計３回開催しており、出席者及びその出席状況は以下のとおりであります。

（指名・報酬委員会出席状況）

氏名 地位 開催回数 出席回数 出席率

長 谷 川 　博 之 代表取締役社長

３回 ３回 １００％

武 内 　秀 明 社外取締役

伊 知 地 　俊 人 社外取締役

久 保 田 　裕 丈 社外取締役

湯 浅 　史 朗 取締役（常勤監査等委員）

初 瀬 　貴 社外取締役（監査等委員）

井 上 　明 子 社外取締役（監査等委員）

城 戸 　澄 仁 社外取締役（監査等委員）

 

13．指名・報酬委員会における具体的な検討内容

指名・報酬委員会におきましては、主として取締役会より諮問を受けた当社の取締役及び執行役員の選任及び

解任等に関する事項、当社取締役（監査等委員を除く）及び執行役員の報酬等に関する事項並びに後継者計画に

関する事項について審議・検討し、適宜、取締役会に答申しております。
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（２）【役員の状況】

１．役員一覧

男性10名　女性1名　（役員のうち女性の比率9％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所　有
株式数
(株)

代表取締役社長

社長執行役員
長谷川　博之 1960年２月４日生

1982年４月 当社入社

2001年６月 当社取締役（関西支店長代行）

2002年６月 当社取締役（関西統括兼神戸本店長）

2005年４月 当社常務取締役（関西統括兼神戸本店長）

2007年４月 当社取締役、常務執行役員（事業統括本部副

本部長兼関東統括）

2011年４月 当社取締役、常務執行役員（東京支店長）

2014年６月 当社取締役、専務執行役員（営業推進本部

長）

2015年６月 当社代表取締役社長、社長執行役員

2023年４月 当社代表取締役社長、社長執行役員（事業本

部長）

2024年４月 当社代表取締役社長、社長執行役員（現）

2024年７月 片岡工業株式会社取締役（現）
　

(注)2 11,400

取締役

専務執行役員

(事業本部長)

政清　弘晃 1964年１月20日生

1986年４月 当社入社

1994年９月 Global Construction Co.,Ltd.（出向）

2011年４月 当社関西支店開発営業部長

2018年４月 当社関西支店副支店長

2019年４月 当社経営企画室長

2020年６月 当社執行役員（経営企画室長）

2021年４月 当社執行役員（関西支店長）

2022年６月 当社常務執行役員（関西支店長）

2023年６月 当社取締役、常務執行役員（関西支店長）

2024年４月 当社取締役、常務執行役員（事業本部長）

（現）
　

(注)2 3,100

取締役

常務執行役員

（東京支店長）

磯野　慶治 1961年５月18日生

1989年３月 ㈱ダイエーハウジング入社

1991年９月 当社入社

2005年４月 当社東京支店営業二部長

2013年４月 当社東京支店副支店長

2013年６月 当社執行役員（東京支店副支店長）

2016年４月 当社執行役員（福岡支店長）

2019年４月 当社執行役員（関西支店長）

2019年６月 当社常務執行役員（関西支店長）

2021年４月 当社常務執行役員（事業本部長代行）

2021年６月 当社取締役、常務執行役員（事業本部長）

2022年11月 当社取締役、常務執行役員（事業本部長兼東

京支店長）

2023年４月 当社取締役、常務執行役員（東京支店長）

（現）
　

(注)2 6,400

取締役

常務執行役員

（管理本部長）

小谷　実弦 1964年４月６日生

1988年４月 当社入社

2007年４月 当社事業統括本部管理部(東京駐在)部長

2008年４月 当社事業統括本部管理部長

2011年４月 当社東京支店管理部長

2013年10月 当社管理本部業務管理部長

2015年６月 当社事業本部部長兼業務管理部長

2017年４月 当社管理本部副本部長

2019年６月 当社執行役員（管理本部副本部長）

2021年６月 当社取締役、執行役員（管理本部長）

2023年６月 当社取締役、常務執行役員（管理本部長）

（現）

2024年７月 片岡工業株式会社取締役（現）
　

(注)2 3,800
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所　有
株式数
(株)

取締役 武内　秀明 1959年５月11日生

1984年４月 日揮㈱入社

1994年４月 東京弁護士会登録 清水直法律事務所入所

2001年10月 松井・武内法律事務所開設 同パートナー

2005年８月 武内法律事務所開設 同所長弁護士 （現）

2012年９月 メディアスホールディングス㈱社外監査役

2015年６月 当社社外取締役（現）

2020年８月 ㈱ジールコミュニケーションズ社外監査役

2023年９月 メディアスホールディングス㈱社外取締役

（監査等委員）（現）

2024年３月 日本精蠟株式会社社外取締役（現）
　

(注)2 －

取締役 伊知地　俊人 1963年７月29日生

1988年２月 東急不動産地域サービス㈱（現　東急リバブ

ル㈱）入社

1989年２月 ㈱タケツーエステート入社

1993年10月 ウィル不動産販売（現　㈱ウィル）創業

1993年11月 アサヒハウス㈱取締役

1995年６月 ㈱ウィル不動産販売（現　㈱ウィル）設立　

同社代表取締役社長

2008年１月 ㈱リノウエスト取締役

2008年１月 ㈱ウィルフィナンシャルコミュニケーション

ズ取締役

2011年３月 ㈱ウィル空間デザイン代表取締役

2013年11月 ㈱遊取締役

2014年４月 ㈱ウィル取締役会長

2014年７月 ㈱ウィルスタジオ取締役

2017年６月 当社社外取締役（現）

2023年10月 ㈱ウィル相談役（現）
　

(注)2 －

取締役 久保田　裕丈 1971年４月３日生

2008年５月 ㈱マルハン入社　建築部建設課

2017年７月 同社開発本部開発部西日本開発課

2021年４月 同社西日本カンパニー開発本部建設購買部部

長

2022年６月 当社社外取締役（現）

2024年７月 ㈱マルハン西日本カンパニー建設購買部部長

（現）
　

(注)2 －

取締役

（常勤監査等委員）
湯浅　史朗 1961年10月３日生

1984年４月 大栄信用組合入社

1990年４月 ㈱日本流通リース入社

1995年４月 同社財務部財務課長

2000年４月 同社財務部次長

2007年２月 当社入社

2016年４月 当社管理本部財務経理部担当部長

2017年６月 当社管理本部財務経理部長

2021年６月 当社取締役（監査等委員）（現）
　

(注)3 －

取締役

（監査等委員）
初瀬　貴 1977年１月９日生

2002年10月 弁護士登録（東京弁護士会）

虎門中央法律事務所入所

2015年５月 Georgetown University Law Center LL.M.修

了

2015年８月 Sheppard Mullin Richter & Hampton LLP/

Washington,D.C.Office勤務

2016年６月 ＮＹ州弁護士登録

2017年11月 弁護士法人漆間総合法律事務所入所

2018年９月 公認不正検査士登録

2019年１月 弁護士法人漆間総合法律事務所 代表社員

2020年６月 当社社外監査役

2021年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現）

2022年１月 ＴＨ総合法律事務所 パートナー弁護士

（現）
　

(注)3 －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所　有
株式数
(株)

取締役

（監査等委員）
井上　明子 1976年１月21日生

2006年10月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

山王法律事務所入所

2009年12月 一般社団法人みんなの力理事（現）

2017年４月 社会福祉法人武蔵野会評議員（現）

2019年７月 西東京いこい法律事務所開所代表弁護士

（現）

2019年９月 日本フォームサービス㈱ 社外監査役（現）

2020年７月 公益財団法人国際人材育成機構評議員

（現）

2021年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現）

2022年７月 一般社団法人全日本大学ソフトボール連盟

理事（現）
　

(注)3 －

取締役

（監査等委員）
城戸　澄仁 1974年12月３日生

2005年12月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人

トーマツ）入社

2009年７月 公認会計士登録

2021年９月 税理士登録

2021年９月 ＶＩＡパートナーズ株式会社代表取締役

（現）

2021年10月 城戸公認会計士・税理士事務所開所 代表

（現）

2023年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現）

2023年７月 よあけ監査法人代表社員（現）
　

(注)3 －

計 24,700

（注）１．取締役 武内秀明氏、伊知地俊人氏、久保田裕丈氏、初瀬貴氏、井上明子氏及び城戸澄仁氏は、当社の社

外取締役であります。

２．監査等委員以外の取締役の任期は、2025年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、2025年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

４．当社は経営執行の迅速化と明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は、13名で内４名は取締役と兼務しております。

５．初瀬貴氏の氏名に関しては、「開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について

（電子開示手続等ガイドライン）」（金融庁総務企画局）の規定により使用可能とされている文字以外を

含んでいるため、電子開示システム（ＥＤＩＮＥＴ）上使用できる文字で代用しております。
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２．社外役員の状況

当社の社外取締役は６名（うち監査等委員である社外取締役３名）であります。

社外取締役の武内秀明氏が所長弁護士を兼任している武内法律事務所、同氏が社外取締役（監査等委員）を

兼任しているメディアスホールディングス㈱及び社外取締役を兼任している日本精蠟㈱と当社の間には、資本

関係や取引関係を含めて何ら関係はありません。また、武内秀明氏と当社との間には特別の利害関係はありま

せん。

社外取締役の伊知地俊人氏が相談役を兼任している㈱ウィルと当社の間には、資本関係や取引関係を含めて

何ら関係はありません。また、伊知地俊人氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

社外取締役の久保田裕丈氏は㈱マルハン西日本カンパニー建設購買部部長を兼任しておりますが、同社は、

議決権比率にして32.44％に相当する当社株式を保有しており、当社にとって「その他の関係会社」に該当す

るとともに、建設工事に係る取引先（取引高は当事業年度において237百万円）でもあります。なお、久保田

裕丈氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

社外取締役（監査等委員）の初瀬貴氏がパートナー弁護士を兼任しているＴＨ総合法律事務所と当社の間に

は、資本関係や取引関係を含めて何ら関係はありません。また、初瀬貴氏と当社との間には特別の利害関係は

ありません。

社外取締役（監査等委員）の井上明子氏が代表弁護士を兼任している西東京いこい法律事務所及び同氏が社

外監査役を兼任している日本フォームサービス㈱と当社の間には、資本関係や取引関係を含めて何ら関係はあ

りません。また、井上明子氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

社外取締役（監査等委員）の城戸澄仁氏が代表取締役を兼任しているＶＩＡパートナーズ㈱、同氏が代表を

兼任している城戸公認会計士・税理士事務所及び同氏が代表社員を兼任しているよあけ監査法人と当社の間に

は、資本関係や取引関係を含めて何ら関係はありません。また、城戸澄仁氏と当社との間には特別の利害関係

はありません。

当社は、経営の監視機能の充実を図るため、会社経営に関する豊富な経験と見識もしくは法務、財務及び会

計等に関する専門的な知見を有する社外取締役を選任し、業務の適正の確保及び企業価値向上に向けた客観的

かつ適切な意見、監督または監査など、公正中立の立場から経営監視の職務を適切に遂行することを社外取締

役に求めております。

武内秀明氏は、法律の専門家としての豊富な経験と高い見識を有しており、当社の社外取締役としての職務

遂行にあたり適任と判断しております。

伊知地俊人氏は、他社における会社経営の経験のほか、不動産関連の実務に関する長い経験と高い見識を有

しており、当社の社外取締役としての職務遂行にあたり適任と判断しております。

久保田裕丈氏は、他社において長年にわたって商業店舗の開発業務に携わった豊富な知識と経験を有してお

り、当社の社外取締役としての職務遂行にあたり適任と判断しております。

初瀬貴氏は、法律の専門家としての海外での勤務経験を含む豊富な経験と企業倫理に関する高い見識を有し

ており、当社の社外取締役（監査等委員）としての職務遂行にあたり適任と判断しております。

井上明子氏は、法律の専門家としての豊富な経験と社会福祉や国際交流に係る高い見識を有しており、当社

の社外取締役（監査等委員）としての職務遂行にあたり適任と判断しております。

城戸澄仁氏は、他社における会社経営の経験のほか、公認会計士としてのベトナム（ハノイ）での駐在経験

を含む長い実務経験に基づく財務及び会計に関する高い見識を有しており、当社の社外取締役（監査等委員）

としての職務遂行にあたり適任と判断しております。

なお、社外取締役の武内秀明氏、伊知地俊人氏、初瀬貴氏、井上明子氏及び城戸澄仁氏は、当社が規定する

独立性判断基準を満たし、かつ、東京証券取引所が定める一般株主と利益相反が生ずるおそれのない社外取締

役に該当することから、独立役員に指定し、東京証券取引所に届け出ております。

当社は、社外役員の独立性判断基準を次のとおり定めております。

① 社外役員が、次の各号のいずれにも該当しない場合、当該社外役員は当社からの独立性を有し、一般株主

と利益相反が生じるおそれがないものと判断します。

a．現在及び過去に一度でも、当社または当社子会社の取締役、執行役員その他これらに準じる者及び使用

人となったことがある者

b．当社を主要な取引先とする者（当社の取引先であって、直近事業年度における当社の当該取引先への支

払額が、その者の直近事業年度に係る年間収入の２％相当額を超える者）またはその業務執行者（業務

執行取締役、執行役、執行役員その他これらに準じる者及び使用人。以下同じ）

c．当社の主要な取引先（直近事業年度における当社の年間売上高の２％相当額を超える額を当社に対して

支払った者）またはその業務執行者

d．当社の主要な借入先（直近事業年度に係る事業報告において主要な借入先として記載されている者）ま

たはその業務執行者
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e．当社から、役員報酬以外に、直近事業年度において年間1,000万円を超える金銭その他の財産上の利益を

得ているコンサルタント、公認会計士、税理士、弁護士、司法書士、弁理士等（ただし、当該財産上の

利益を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、直近事業年度において当該団体の年間収入の

２％相当額を超える額の財産上の利益を当社から得ている場合に限り、当該団体に所属している者）

f．当社の会計監査人である監査法人の社員等として当社の監査業務を担当する者

g．当社から、直近事業年度において年間1,000万円を超える額の寄付を受けている者（ただし、当該寄付を

受けている者が法人、組合等の団体である場合は、その団体に所属している者）

h．社外役員の相互就任の関係にある他の会社の業務執行者

i．当社の大株主（直近事業年度の末日において自己または他人の名義をもって総株主の議決権の10％以上

を保有する者）またはその業務執行者

j．当社が総株主の議決権の10％以上を保有する者の業務執行者

k．過去３年間のいずれかの時点において、上記 b ないし j までのいずれかに掲げる法人等の業務執行者

であった者

l．上記 a ないし k までのいずれかに掲げる者（ただし、重要な者に限る）の配偶者または二親等以内の

親族

m．前各号に定める事項のほか、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる者

② 前項の定めに基づき独立性を有するものと判断された社外役員が、独立性を有しないこととなった場合に

は、当該社外役員は直ちに当社に告知するものとします。

 

３．監査等委員である社外取締役による監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との関係

常勤監査等委員である取締役及び監査等委員である社外取締役は、会計監査人や内部監査部門から定期的に

監査の実施状況や結果について報告を受けるとともに、必要の都度相互に情報交換・意見交換を行うなど、他

の監査機関との緊密な連携のもと、監査等委員でない社外取締役の意見も取り入れながら厳正な監査を行って

おります。

 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

 44/113



（３）【監査の状況】

１．監査等委員会監査の状況

監査等委員会は、監査等委員である取締役４名（うち３名は社外取締役）で構成されており、監査等委員会で

決定した監査方針・監査計画に基づき、取締役会その他重要な会議への出席及び取締役の職務執行状況の監査、

監督を行うとともに、当社の業務及び財産の状況に関する調査等を実施し、状況に応じて監査等委員以外の取締

役に対して提言・助言・勧告をするなど、中立的かつ客観的な視点から取締役（監査等委員である取締役を除

く）の職務執行を監査することを通じて、適正な経営の監視を行っております。

常勤監査等委員である取締役湯浅史朗氏は当社及び他社において長期間にわたり財務・経理業務を担当した経

歴を有しており、監査等委員である社外取締役初瀬貴氏は弁護士として企業法務に精通していることに加えて、

Ｍ＆Ａやファイナンスに関する法務実務にも豊富な経験を有しております。また、監査等委員である社外取締役

城戸澄仁氏は他社における会社経営の経験のほか、公認会計士としての長い実務経験を有しており、各氏はいず

れも財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

監査等委員である取締役は、監査等委員会において相互に監査の状況について報告を行うとともに、全ての決

裁済み稟議書を含む重要書類の閲覧や内部監査部門による月次の内部監査（事業所監査及び作業所監査）の結果

報告を通じて、各取締役の職務執行の適法性・妥当性の確認を行っております。会計監査人と必要の都度相互に

情報交換・意見交換を行うなど、連携を密にして監査の実効性と効率性の向上に努めております。なお、監査上

の主要な検討事項（ＫＡＭ）に関しては、会計監査人が監査を通じて候補とした事項について、その理由及び手

続き等の説明を受け、情報の共有を図ると共に協議を行うことで選定過程を確認しております。

また、常勤の監査等委員である取締役は、取締役会のほか経営会議を含む重要会議に出席し、監査等委員とし

て積極的に意見を述べるとともに、日常的に業務執行取締役を含むその他の業務執行者との意見交換や社外取締

役とも必要に応じた意見交換を行い、諸会議や意見交換により得られた情報を、他の監査等委員とも積極的に共

有してまいりました。

当社は、原則として、月例の監査等委員会を毎月１回、決算に係る監査等委員会を四半期に１回開催すること

としております。当事業年度において、監査等委員会を合計17回開催しており、出席者及びその出席状況は以下

のとおりであります。

（監査等委員会出席状況）

氏名 地位 開催回数 出席回数 出席率

湯 浅 　史 朗 取締役（常勤監査等委員）

17回 17回 100％
初 瀬 　貴 社外取締役（監査等委員）

井 上 　明 子 社外取締役（監査等委員）

城 戸 　澄 仁 社外取締役（監査等委員）

 

２．内部監査の状況

当社の内部監査機能は、業務監査室（５名）が会計、業務等に関する内部監査を定期的に実施し、各部門に対

し具体的な助言を行っております。また、内部監査の結果を直接代表取締役社長に報告するとともに、監査等委

員会への監査結果の報告を通じて、適宜、取締役会に対しても共有を図る等、内部監査の実効性を確保しており

ます。

３．会計監査の状況

①監査法人の名称

太陽有限責任監査法人

 

②継続監査期間

４年間

 

③業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　齋藤　　哲

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　西村　大司

 

④監査業務に係る補助者の構成

公認会計士11名、その他の補助者７名であります。

 

⑤監査法人の選定方針と理由

当社では、監査法人は、専門的かつ独立した立場から開示情報を監査し、財務情報に信頼性を付与すること

で、開示情報の信頼性を担保する役割を担う者として、株主や投資家等に対して責務を負っているものと認識
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しております。この考えに基づき、当社は監査法人に対して、開示情報の信頼性を担保し得る専門性と独立性

を求めるとともに、監査法人の概要、監査の実施体制等、監査報酬見積額等により、総合的に判断することと

しております。現在の監査法人については、当社の業務内容に精通し、効率的な監査を実施しており適切であ

ると考えております。

なお、太陽有限責任監査法人は、金融庁から2023年12月26日付で処分を受けており、その概要は以下のとお

りであります。

a．処分対象

太陽有限責任監査法人

b．処分内容

・契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日まで。ただし、既に監

査契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や上場したことに伴う契約の新規の締

結を除く。）

・業務改善命令（業務管理体制の改善）

・処分理由に該当することとなったことに重大な責任を有する社員が監査業務の一部（監査業務に係る審

査）に関与することの禁止３ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日まで）

c．処分理由

他社の訂正報告書等の監査において、同監査法人の社員である２名の公認会計士が、相当の注意を怠

り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものと証明したため。

当社の監査等委員会は、太陽有限責任監査法人から上記処分の内容及び金融庁へ提出した業務改善計画及び

業務改善報告の概要について説明を受け、金融庁への上記処分に関する業務改善報告が終了したことを確認し

ました。その結果、業務改善計画に基づいた取り組みが行われていることを確認しております。また、処分の

対象となった公認会計士が当社監査業務に関与していないこと、監査契約の期間更新は処分対象外であること

等を踏まえたうえ、次の監査法人の評価方針に沿って総合的に勘案した結果、太陽有限責任監査法人を監査法

人として選定することに特段の問題はないと判断しております。

 

⑥監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、監査法人に対して評価を行っております。監査法人との意見交換や監査実施状況等

を通じて、監査法人の品質管理、監査チーム、監査報酬等、監査等委員とのコミュニケーション、経営者との

コミュニケーション、不正リスクの観点から、独立性と専門性の有無について確認を行っております。

また、会社法第340条に定める監査等委員会による会計監査人の解任の他、原則として会計監査人が職務を

適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査等委員会の決議により、会計監査人の解任又は不再任

に関する議案を株主総会に提案することとしております。
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４．監査報酬の内容等

①監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

37 －

 

区分

当連結会計年度

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

提出会社 45 －

連結子会社 － －

計 45 －

 

②監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（①を除く）

区分

当連結会計年度

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

提出会社 － 6

連結子会社 － －

計 － 6

(注）当社における非監査業務の内容は、デューデリジェンス業務であります。

③その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

④監査報酬の決定方針

決定方針は特に定めておりませんが、当社の業種・規模及び監査計画日数等に基づき決定しております。

⑤監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、会計監査人からの監査計画の聴取や社内関係部署から提供された参考資料を通じて、会

計監査人の監査計画の内容並びに監査時間、人員計画の相当性などを確認するとともに、過年度の報酬額と

その算出根拠並びに同規模の同業他社の事例等を参考とするなどして協議の結果、当連結会計年度の会計監

査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行ったものであります。

（４）【役員の報酬等】

１．監査等委員以外の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能し、株主利益とも連動し、かつ、中期

経営計画も踏まえた報酬体系を構築すべく、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を指名・報酬

委員会に諮問したうえで、2021年２月26日開催の取締役会及び2023年５月18日開催の取締役会において次

のとおり決定いたしました。
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② 決定方針の内容の概要

a．基本方針

当社の取締役の報酬については、持続的な成長に向けた健全なインセンティブの一つとして機能するよ

う、当社の業績や経済情勢等と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を

踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。

具体的には、あらかじめ報酬算定基準（業績連動係数テーブルを含む）を定め、当該報酬算定基準に基

づき、業務執行取締役の報酬は、基本報酬と業績連動報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役等

の非業務執行取締役の報酬は、その職務に鑑み、基本報酬のみにより構成するものとしております。な

お、これらの報酬はいずれも金銭報酬としております。

b．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数、個人業績評価に応じて他社

水準、従業員給与の水準等を総合的に勘案した指名・報酬委員会の答申内容を踏まえて決定するものと

しております。

c．業績連動報酬の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針

業績連動報酬は、あらかじめ定めた業績連動係数テーブルを用いて中期経営計画の該当年度の売上高及

び営業利益目標額等の達成率から導き出される係数を、役職位別の基準金額に乗じて算定するものと

し、前事業年度における業績達成度に応じて業績連動報酬を決定したうえで、月例の報酬として支給す

るものとしております。なお、役職位別の基準金額及び業績連動係数テーブルは、中期経営計画の達成

状況が報酬に反映されるよう計画策定時等に、適宜、指名・報酬委員会の答申内容を踏まえて見直しを

行うものとしております。

d．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割

合の決定に関する方針

業務執行取締役の基本報酬と業績連動報酬の割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業

種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、業績連動報酬のウェイトが適切な水準

となるよう、指名・報酬委員会において検討を行うものとしております。

取締役会は、指名・報酬委員会の答申内容を踏まえて種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報

酬等の内容を決定するものとしております。

e．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については、株主総会において承認された取締役の報酬総額の範囲内で、指名・報酬委

員会の答申内容を踏まえて取締役会において具体的な報酬額を決定するものとしております。

③ 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、指名・報酬委員会が原案について決定方針との整

合性を含めた検討を行っているため、取締役会も基本的に指名・報酬委員会の答申内容を尊重し決定方針

に沿うものであると判断しております。

２．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別総額
（百万円）

対象となる役員
の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬

取締役（監査等委員及

び社外取締役を除く）
159 124 35 4

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く）
17 17 － 1

社外役員 34 34 － 5

（注）１．取締役（社外取締役、監査等委員である取締役を含む。）の報酬限度額は、監査等委員会設置

会社への移行に伴い、2021年６月25日開催の定時株主総会で、「監査等委員以外の取締役の報

酬額を、年額270百万円以内（うち社外取締役分は年額60百万円以内）」、「監査等委員である

取締役の報酬額を、年額60百万円以内」と決議されております。

２．当社は、会社業績向上に対する意識向上のため、業績連動報酬を採用しており、その詳細は、上

記の「業績連動報酬の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針」に記載のとおりで

す。従いまして、上表に記載の業績連動報酬の額は、各算定指標の目標額に対する第97期及び第

98期に係る売上高及び営業利益の実績により算定しております。
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（５）【株式の保有状況】

１．投資株式の区分の基準及び考え方

当社が保有している株式は、すべて純投資目的以外であります。

 

２．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

①保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

当社は、毎年、取締役会において個別に各株式発行会社の業績や財務状況等を把握するとともに保有目的、保有に伴う

便益、リスク等を総合的に勘案したうえで、保有の適否を検証するものとし、保有に適さないと判断した株式については

順次縮減に努めるものとします。

②銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 7 37

非上場株式以外の株式 6 1,597

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 29 取引拡大を目的とした追加取得

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 1 139

非上場株式以外の株式 － －
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③特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

㈱三井住友フィナン

シャルグループ

137,421 45,807

（保有目的）主要取引金融機関であり、

資金調達や営業情報を通じ、同社との良

好な関係の維持強化を図るため保有して

おります。なお、具体的な業務提携等は

締結しておりません。

（定量的な保有効果）（注）１

（株式数が増加した理由）株式分割によ

るものであります。（注）２

無

521 408

㈱三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループ

215,100 215,100

（保有目的）主要取引金融機関であり、

資金調達や営業情報を通じ、同社との良

好な関係の維持強化を図るため保有して

おります。なお、具体的な業務提携等は

締結しておりません。

（定量的な保有効果）（注）１

無

432 334

住友不動産㈱

65,000 65,000
（保有目的）建設工事請負等の取引関係

の維持・強化のため保有しております。

なお、具体的な業務提携等は締結してお

りません。

（定量的な保有効果）（注）１

有

363 376

上新電機㈱

55,000 55,000
（保有目的）建設工事請負等の取引関係

の維持・強化のため保有しております。

なお、具体的な業務提携等は締結してお

りません。

（定量的な保有効果）（注）１

無

117 128

暁飯島工業㈱

50,000 32,000

（保有目的）建設工事請負等の取引関係

の維持・強化のため保有しております。

なお、具体的な業務提携等は締結してお

りません。

（定量的な保有効果）（注）１

（株式数が増加した理由）関係強化のた

め購入したことによるものであります。

無

116 55

㈱みずほフィナン

シャルグループ

11,385 11,385

（保有目的）主要取引金融機関であり、

資金調達や営業情報を通じ、同社との良

好な関係の維持強化を図るため保有して

おります。なお、具体的な業務提携等は

締結しておりません。

（定量的な保有効果）（注）１

無

46 34

（注）１．特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難であるため、上記「①保有方針及び保有の合理性を検

証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容」に基づき検証し、保有が

適切であると判断しております。

２．㈱三井住友フィナンシャルグループは、2024年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実

施しております。

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

 50/113



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）第２条

の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成しております。

(3）当連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以下に

掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・

フロー計算書については、前連結会計年度との対比は行っておりません。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）の財務諸表について、太陽有限責任監

査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、運用できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、監査法人及び各種団体

の主催する研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

 (単位：百万円)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部  

流動資産  

現金預金 19,956

受取手形・完成工事未収入金等 ※１ 28,509

電子記録債権 3,303

販売用不動産 ※３ 5,369

仕掛販売用不動産 2,157

未成工事支出金 2,225

その他 485

貸倒引当金 △2

流動資産合計 62,005

固定資産  

有形固定資産  

建物・構築物 173

減価償却累計額 △133

建物・構築物（純額） 39

機械、運搬具及び工具器具備品 569

減価償却累計額 △469

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 100

土地 0

リース資産 234

減価償却累計額 △86

リース資産（純額） 148

建設仮勘定 1

有形固定資産合計 290

無形固定資産  

のれん 1,067

その他 167

無形固定資産合計 1,234

投資その他の資産  

投資有価証券 ※２ 2,504

繰延税金資産 784

差入保証金 687

その他 94

投資その他の資産合計 4,071

固定資産合計 5,597

資産合計 67,602
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 (単位：百万円)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部  

流動負債  

支払手形・工事未払金 9,259

電子記録債務 6,059

短期借入金 ※３ 1,917

リース債務 58

未払法人税等 1,869

未払消費税等 2,248

未成工事受入金 3,980

完成工事補償引当金 160

賞与引当金 790

役員退職慰労引当金 200

その他 541

流動負債合計 27,085

固定負債  

長期借入金 ※３ 4,661

リース債務 95

退職給付に係る負債 1,540

その他 132

固定負債合計 6,429

負債合計 33,514

純資産の部  

株主資本  

資本金 4,329

資本剰余金 214

利益剰余金 28,670

自己株式 △28

株主資本合計 33,186

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 877

退職給付に係る調整累計額 0

その他の包括利益累計額合計 878

新株予約権 22

純資産合計 34,087

負債純資産合計 67,602
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

 (単位：百万円)

 
当連結会計年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

売上高 ※１,※３ 98,999

売上原価 88,490

売上総利益 10,508

販売費及び一般管理費 ※２ 3,642

営業利益 6,866

営業外収益  

受取利息 2

受取配当金 40

受取保険金 7

その他 20

営業外収益合計 71

営業外費用  

支払利息 106

支払手数料 30

営業外費用合計 137

経常利益 6,800

特別利益  

固定資産売却益 7

投資有価証券売却益 ※４ 138

特別利益合計 145

特別損失  

固定資産除却損 1

特別損失合計 1

税金等調整前当期純利益 6,944

法人税、住民税及び事業税 2,315

法人税等調整額 △68

法人税等合計 2,246

当期純利益 4,697

親会社株主に帰属する当期純利益 4,697
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【連結包括利益計算書】

 (単位：百万円)

 
当連結会計年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当期純利益 4,697

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 144

退職給付に係る調整額 11

その他の包括利益合計 ※ 155

包括利益 4,853

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 4,853

 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

 55/113



③【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,329 214 24,807 △27 29,324

当期変動額      

新株の発行      

剰余金の配当   △834  △834

親会社株主に帰属する
当期純利益   4,697  4,697

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 3,863 △0 3,862

当期末残高 4,329 214 28,670 △28 33,186

 

      

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 733 △10 723 22 30,069

当期変動額      

新株の発行     －

剰余金の配当     △834

親会社株主に帰属する
当期純利益     4,697

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

144 11 155  155

当期変動額合計 144 11 155 － 4,018

当期末残高 877 0 878 22 34,087
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

 (単位：百万円)

 
当連結会計年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 6,944

減価償却費 169

のれん償却額 83

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 6

工事損失引当金の増減額（△は減少） △8

賞与引当金の増減額（△は減少） 316

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △15

受取利息及び受取配当金 △43

支払利息 106

投資有価証券売却損益（△は益） △138

固定資産売却損益（△は益） △7

売上債権等の増減額（△は増加） 5,659

販売用不動産の増減額（△は増加） 51

仕掛販売用不動産の増減額（△は増加） △27

未成工事支出金の増減額（△は増加） △574

仕入債務の増減額（△は減少） △7,576

未収消費税等の増減額（△は増加） 341

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,221

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,440

その他 427

小計 9,378

利息及び配当金の受取額 43

利息の支払額 △106

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,170

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,144

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △32

有形固定資産の売却による収入 7

無形固定資産の取得による支出 △85

投資有価証券の取得による支出 △30

投資有価証券の売却による収入 139

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
※２ △1,085

差入保証金の回収による収入 33

差入保証金の差入による支出 △280

その他 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,353

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △18

長期借入れによる収入 2,992

長期借入金の返済による支出 △2,014

リース債務の返済による支出 △51

配当金の支払額 △832

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 75

現金及び現金同等物に係る換算差額 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,865

現金及び現金同等物の期首残高 13,023

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 19,889
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

連結子会社の数 1社

連結子会社の名称 片岡工業株式会社
 

連結の範囲の変更 当連結会計年度において、片岡工業株式会社の全株式を取得したため、

 連結の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社の名称等

　　　ICHIKEN VIETNAM CONSTRUCTION CO.,LTD.

　非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等がいずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社　ICHIKEN VIETNAM CONSTRUCTION CO.,LTD.

持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社である片岡工業株式会社の決算日は５月31日ですが，連結決算日での仮決算を行った財務諸表を使用し

て、連結決算を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券  

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

 

②　デリバティブ

時価法

 

③　棚卸資産

販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

未成工事支出金

個別法による原価法

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準を採用しております。

 

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

②　完成工事補償引当金

完成工事に係る契約不適合に要する費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積

補償額を計上しております。

③　工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

④　賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

連結子会社は、一部の役員に対して支給する退職慰労金の支払いに備えるため、経営委任契約に基づく当

連結会計年度末要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。連結子会社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しており

ます。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当社グループは主要な事業として、建築・土木・舗装・内装仕上工事等の建設事業を営んでおり、顧客との

契約に基づき受注した工事について、施工して引渡す義務を負っております。財又はサービスに対する支配が

顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれ

て、一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、インプット法に

基づき、予想される工事原価総額に対する各報告期間の期末日までの実際発生原価の割合にて算出しておりま

す。また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生

する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。ただし、契約にお

ける取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代

替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識し

ております。なお、取引価格は工事請負契約により決定され、対価は契約に定められた時期に段階的に受領し

ております。

 

②　ファイナンス・リース取引に係る収益及び原価の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上しております。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしており、特例処理をしております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ

ヘッジ対象

変動金利借入金

③　ヘッジ方針

金利変動リスクを回避するため、金利スワップを採用しており、投機的取引は実施しておりません。

④　ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間（８年）で均等償却しております。

 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなります。

 

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

資産に係る控除対象外消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等については、発生連結会計年度の費用として処理しております。

 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

 60/113



（重要な会計上の見積り）

１．販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価

（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 当連結会計年度

販売用不動産 5,369

仕掛販売用不動産 2,157

 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①金額の算出方法

　販売用不動産及び仕掛販売用不動産については、正味売却価額が帳簿価額を下回る場合には、販売用不動産及

び仕掛販売用不動産に係る評価損として計上しております。正味売却価額は、不動産鑑定評価額に基づき算出し

ております。

 

②金額の算出に用いた主要な仮定

　不動産鑑定評価額は、当該不動産の契約条件や市場環境等に基づき策定した事業計画により算定しておりま

す。なお、利回り・割引率等の算定においても現在の市況を反映した利率を採用しております。

 

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　期末時点において入手可能な情報をもとに不動産鑑定評価を行っておりますが、経済情勢や不動産市況の悪化

等により収益性が低下した場合には、正味売却価額が下落することで販売用不動産及び仕掛販売用不動産に係る

評価損が計上される可能性があります。

 

２．工事原価総額の見積り

（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 当連結会計年度

一定の期間にわたり収益を認識

する工事に係る完成工事高
89,240

 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①金額の算出方法

　工事原価総額の見積りについては、当初は工事契約に関する実行予算によって算出しております。工事着工後

完成に至るまでは、作業所において実際の発生原価と対比して適時・適切に工事原価総額の検討・見直しを行っ

ております。

　なお、一定の期間にわたり収益を認識する工事については、各工事における工事原価総額を基礎として期末日

までの実際発生原価額に応じた進捗度に工事収益総額を乗じて完成工事高を計算しております。

　また、工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ることができる

場合には、その超過すると見込まれる額のうち、当該工事契約に関して既に計上された損益の額を控除した残額

を、超過が見込まれた期の損失として処理し、工事損失引当金を計上しております。

 

②金額の算出に用いた主要な仮定

　実行予算作成時には、将来の気象条件や作成時点で入手可能な情報に基づき、施工条件や建設資材価格等につ

いて仮定を設定し、作業効率等を勘案して工種ごとに詳細に積み上げることによって工事原価総額を見積ってお

ります。

 

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　連結財務諸表に大きな影響を与えるような大型工事においても適時・適切に工事原価総額の検討・見直しを

行っておりますが、気象条件、施工条件、建設資材価格、作業効率等さまざまな状況の変化により将来の損益は

見積金額と異なる可能性があるため、一定の期間にわたり収益を認識する工事に係る完成工事高及び工事損失引

当金の計上額に影響を及ぼす可能性があります。
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（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」(企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日 企業会計基準委員

会）等

 

(1) 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全て

のリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえ

た検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の

全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、

IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公

表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナ

ンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係

る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2) 適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

 

（会計上の見積りの変更）

（耐用年数の見積りの変更）

当社は2024年12月26日付開催の取締役会において、本社移転に関する決議をいたしました。これに伴い、移転後

利用見込みのない固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわたり変更しております。

この見積りの変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ36百万円減少しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１．　受取手形・完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、連結財務諸表

「注記事項（収益認識関係）３. (1) 契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

 

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

投資有価証券（株式） 119百万円

 

※３．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

販売用不動産 5,369百万円

計 5,369

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含

む）
140百万円

長期借入金 1,260

計 1,400

 

４．貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約を、取引銀行３行と貸出コミットメント

契約を締結しております。

連結会計年度末におけるこれらの契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

なお、貸出コミットメント契約については、以下の財務制限条項が付されております。

①連結会計年度の末日における単体の貸借対照表の自己資本の合計金額を直前の連結会計年度の末日における単

体の貸借対照表の自己資本の合計金額の75％以上に維持すること。

②連結会計年度における単体の損益計算書の経常利益が損失とならないこと。

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

当座貸越極度額

及び貸出コミットメントの総額
11,950百万円

借入実行残高 414

差引額 11,536

 

５．シンジケートローン契約

当社が2024年９月25日に締結したシンジケートローンによるタームローン契約には、以下の財務制限条項が付され

ております。

①連結会計年度末日における連結貸借対照表の自己資本の合計金額を、2025年３月期末日における連結貸借対照

表の自己資本の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の連結会計年度末日における連結貸借対照表の自己

資本の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②連結会計年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益が損失とならないこと。
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（連結損益計算書関係）

※１．顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項　（収益認識関係）　１．顧客との契約から生じる収益を

分解した情報」に記載しております。

 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

従業員給与手当 1,090百万円

賞与引当金繰入額 156

退職給付費用 51

 

※３．一定の期間にわたり収益を認識する工事に係る完成工事高は次のとおりであります。

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

89,240百万円

 

※４．投資有価証券売却益

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当社が保有する投資有価証券である非上場株式１銘柄の株式の売却による売却益138百万円を連結損益計算書の投

資有価証券売却益として特別利益に計上しております。

 

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

その他有価証券評価差額金：  

当期発生額 224百万円

組替調整額 －

法人税等及び税効果調整前 224

法人税等及び税効果額 △80

その他有価証券評価差額金 144

退職給付に係る調整額：  

当期発生額 5

組替調整額 11

法人税等及び税効果調整前 16

法人税等及び税効果額 △5

退職給付に係る調整額 11

その他の包括利益合計 155
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 7,284,400 － － 7,284,400

合計 7,284,400 － － 7,284,400

自己株式     

普通株式 25,231 283 － 25,514

合計 25,231 283 － 25,514

（注）自己株式の増加株式数は、すべて単元未満株式の買取によるものであります。

 

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の
種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － 22

合計 － － － － － 22

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年６月26日

定時株主総会
普通株式 471 65.00 2024年３月31日 2024年６月27日

2024年11月13日

取締役会
普通株式 362 50.00 2024年９月30日 2024年11月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 653 利益剰余金 90.00 2025年３月31日 2025年６月27日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

現金及び預金勘定

預入期間が３ヵ月を超える定期預金

19,956百万円

　　　　　　　　 △67

現金及び現金同等物 19,889

 

※２．当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに片岡工業株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社株

式の取得価額と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

 

流動資産 2,346百万円

固定資産 197 

のれん 1,151 

流動負債 △1,181 

固定負債 △15 

同社株式の取得価額 2,500 

同社現金及び現金同等物 △1,414 

差引：同社取得のための支出 1,085 

 

（リース取引関係）

（借主側）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

パソコン、営業車両であります。

 

②　リース資産の減価償却の方法

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入

や社債発行による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、

投機的な取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等（契約資産を除く）及び電子記録債権は、顧客の信用リス

クに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。な

お、回収期日はそのほとんどが１年以内であります。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

　営業債務である支払手形、電子記録債務及び工事未払金の支払期日は、そのほとんどが１年以内でありま

す。

　短期借入金及び長期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動

リスクに晒されておりますが、このうち長期の一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の

固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用して

おります。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、そ

の判定をもって有効性の評価を省略しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規定に従って行っており、また、デリ

バティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っており

ます。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、月次に資金繰

り計画を作成するなどの方法により管理しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

 67/113



２．金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきましては、次のとおりであ

ります。なお、「現金預金」、「受取手形・完成工事未収入金等」、「電子記録債権」、「支払手形・工事

未払金」、「電子記録債務」、「短期借入金」は、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しております。

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 投資有価証券    

その他有価証券 2,347 2,347 －

資産計 2,347 2,347 －

(2) 長期借入金 4,661 4,509 △151

負債計 4,661 4,509 △151

（注）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 37

関係会社株式 119

 
（注）１．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金預金 19,956 － － －

受取手形・完成工事未収入金等 28,509 － － －

電子記録債権 3,303 － － －

投資有価証券

その他有価証券のうち

満期があるもの

債券 － 510 200 －

合計 51,769 510 200 －

 

（注）２．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

短期借入金 414 － － － －

長期借入金 1,503 1,320 1,132 961 1,248

合計 1,917 1,320 1,132 961 1,248
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 1,658 － － 1,658

　　国債・地方債等 679 9 － 688

資産計 2,337 9 － 2,347

 

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 4,509 － 4,509

負債計 － 4,509 － 4,509

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式及び国債は相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。

一方で、当社が保有している地方債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認

められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現

在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

なお、デリバティブ取引について、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長

期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しておりま

す。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

当連結会計年度（2025年３月31日）

種類
連結貸借対照表
計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

（１）株式 1,658 404 1,254

（２）債券    

　国債
　・地方債等

－ － －

小計 1,658 404 1,254

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

（１）株式 － － －

（２）債券    

　国債
　・地方債等

688 711 △23

小計 688 711 △23

合計 2,347 1,116 1,231

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額37百万円）については、市場価格のない株式等であることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 139 138 －

合計 139 138 －

 
 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

 70/113



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設けております。

ただし、連結子会社の退職一時金制度については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算にあた

り、簡便法を採用しております。また、連結子会社は、中小企業退職金共済制度（中退共）に加入しており

ます。なお、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

 

２．確定給付制度 (簡便法を適用した制度を除く)

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

退職給付債務の期首残高 1,540百万円

勤務費用 122

利息費用 －

数理計算上の差異の発生額 △5

退職給付の支払額 △134

退職給付債務の期末残高 1,523

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 1,523百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,523

退職給付に係る資産 －

退職給付に係る負債 1,523

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,523

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

勤務費用 122百万円

利息費用 －

数理計算上の差異の費用処理額 11

確定給付制度に係る退職給付費用 133

 

(4）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

未認識過去勤務費用 －百万円

未認識数理計算上の差異 16

合計 16
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(5）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま

す。

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

未認識過去勤務費用 －百万円

未認識数理計算上の差異 1

合計 1

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

割引率 0.0％

 

３．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 15百万円

退職給付費用 1

退職給付に係る負債の期末残高 16

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 16百万円

連結貸借対照表に計上された資産と負債の純額 16

退職給付に係る負債 16

連結貸借対照表に計上された資産と負債の純額 16

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 1百万円

 

４．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度121百万円であります。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
2006年

ストック・オプション
2007年

ストック・オプション
2008年

ストック・オプション
2009年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役　４名 当社の取締役　６名 当社の取締役　５名 当社の取締役　４名

株式の種類別の

ストック・オプション数

（注）１

普通株式　10,000株 普通株式　14,000株 普通株式　12,000株 普通株式 10,000株

付与日 2007年１月15日 2007年７月17日 2008年７月14日 2009年７月15日

権利確定条件

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

対象勤務期間 定めはありません 定めはありません 定めはありません 定めはありません

権利行使期間

2007年２月１日～

2027年１月15日

（注）２

2008年６月25日～

2027年６月28日

（注）２

2009年６月25日～

2028年６月27日

（注）３

2010年６月25日～

2029年６月26日

（注）３

 

 
2010年

ストック・オプション
2011年

ストック・オプション
2012年

ストック・オプション
2013年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役　４名 当社の取締役　４名 当社の取締役　４名 当社の取締役　４名

株式の種類別の

ストック・オプション数

（注）１

普通株式 10,000株 普通株式 12,000株 普通株式 12,000株 普通株式 12,000株

付与日 2010年７月20日 2011年７月19日 2012年７月17日 2013年７月16日

権利確定条件

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

対象勤務期間 定めはありません 定めはありません 定めはありません 定めはありません

権利行使期間

2011年６月27日～

2030年６月29日

（注）３

2012年６月25日～

2031年６月29日

（注）３

2013年６月24日～

2032年６月28日

（注）３

2014年６月23日～

2033年６月27日

（注）３
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2014年

ストック・オプション
2015年

ストック・オプション
2016年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役　４名 当社の取締役　４名 当社の取締役　４名

株式の種類別の

ストック・オプション数

（注）１

普通株式 12,000株 普通株式 10,000株 普通株式 10,000株

付与日 2014年７月16日 2015年８月25日 2016年７月19日

権利確定条件

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

被付与者が新株予

約権の割当を受けた

後最初に開催される

定時株主総会の終結

の時まで当社の取締

役たる地位にあるこ

とを要します。

対象勤務期間 定めはありません 定めはありません 定めはありません

権利行使期間

2015年６月25日～

2034年６月27日

（注）３

2016年６月23日～

2035年６月26日

（注）３

2017年６月26日～

2036年６月28日

（注）３

（注）１．株式数に換算して記載しております。

尚、2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行ったことによる調整をしておりま

す。

２．2008年６月27日の取締役会決議に基づき「新株予約権の行使の条件」の一部変更を行い、被付与者が当社の

取締役の地位を喪失した日の翌日から３年間に限り権利行使できる旨を、当社の取締役の地位を喪失した日

の翌日から１ヶ月間に限り権利行使できる旨に変更しております。

３．被付与者が、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から１ヶ月間に限り権利行使ができます。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
2006年

ストック・オプション
2007年

ストック・オプション
2008年

ストック・オプション
2009年

ストック・オプション

権利確定前　　　（株）     

前連結会計年度末 － － － －

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － －

権利確定後　　　（株）     

前連結会計年度末 2,000 2,000 2,000 2,000

権利確定 － － － －

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 2,000 2,000 2,000 2,000

 

 
2010年

ストック・オプション
2011年

ストック・オプション
2012年

ストック・オプション
2013年

ストック・オプション

権利確定前　　　（株）     

前連結会計年度末 － － － －

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － －

権利確定後　　　（株）     

前連結会計年度末 2,000 2,000 2,000 2,000

権利確定 － － － －

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 2,000 2,000 2,000 2,000
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2014年

ストック・オプション
2015年

ストック・オプション
2016年

ストック・オプション

権利確定前　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　（株）    

前連結会計年度末 2,000 4,000 4,000

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 2,000 4,000 4,000

 

②　単価情報

 
2006年

ストック・オプション
2007年

ストック・オプション
2008年

ストック・オプション
2009年

ストック・オプション

権利行使価格　　（円） 1 1 1 1

行使時平均株価　（円） － － － －

付与日における

公正な評価単価　（円）
1,681 1,334 507 296

 

 
2010年

ストック・オプション
2011年

ストック・オプション
2012年

ストック・オプション
2013年

ストック・オプション

権利行使価格　　（円） 1 1 1 1

行使時平均株価　（円） － － － －

付与日における

公正な評価単価　（円）
285 342 563 645

 

 
2014年

ストック・オプション
2015年

ストック・オプション
2016年

ストック・オプション

権利行使価格　　（円） 1 1 1

行使時平均株価　（円） － － －

付与日における

公正な評価単価　（円）
644 1,376 1,064

（注）2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行ったことにより、ストック・オプションの数及

び付与日における公正な評価単価を調整しております。

 

２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

  

繰延税金資産    

退職給付に係る負債 493百万円   

工事未払金・未払費用 52   

賞与引当金 245   

完成工事補償引当金 49   

投資有価証券評価損 61   

その他 351   

繰延税金資産小計 1,253   

評価性引当額 △131   

繰延税金資産合計 1,121   

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △336   

繰延税金負債合計 △336   

繰延税金資産（負債）の純額 784   

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当連結会計年度（2025年３月31日）

当連結会計年度の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため、記載を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに

伴い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりま

した。

これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資

産及び繰延税金負債については、法定実効税率を31.0％から32.0％に変更し計算しております。この変更に

よる影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

　取得による企業結合

当社は、2024年５月27日開催の取締役会において、片岡工業株式会社を子会社化することを決議いたしました。ま

た、同日付で株式譲渡契約を締結し、2024年７月１日付で全株式を取得し子会社化いたしました。

 

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 事業の内容

片岡工業株式会社 総合建設業・土木工事業

 

(2) 企業結合を行った主な理由

当社は、創業100周年となる2030年度までの長期経営計画「ビジョン２０３０」を策定し、「売上高1,000億

円」、「営業利益率５％程度」、「総資産900億円前後」、「期末人員800名前後」という目標を掲げ、この目標

達成に向けた１つとして、既存事業の強化を含めた業容の拡充や事業領域の拡大に取り組んでおります。

片岡工業株式会社は、本社を千葉県に置き、創業明治19年と非常に歴史ある企業で、地域のゼネコンとして、

土木工事業、建築工事業、舗装工事業等を中心にインフラ整備を通じた地域発展に貢献してきた実績があり、公

共関連の土木建築工事を主体に、会社設立以来確固たる信用を築いております。

当社は、片岡工業株式会社の子会社化により、同社の持つ土木工事・舗装事業を始めとしたノウハウの取得を

行うことで、グループシナジーを追求し、企業価値の向上を目指してまいります。

 

(3) 企業結合日

2024年７月１日（株式取得日）

2024年８月31日（みなし取得日）

 

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

 

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

 

(6) 取得した議決権比率

100％

 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年８月31日から2025年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 2,500百万円

取得原価  2,500百万円

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　130百万円

 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

 78/113



５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

1,151百万円

なお、上記の金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

 

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力によるものであります。

 

(3) 償却方法及び償却期間

８年間にわたる均等償却

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容

流動資産 2,346百万円

固定資産 197百万円

資産合計 2,544百万円

 

流動負債 1,181百万円

固定負債 15百万円

負債合計 1,196百万円

 

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結財務諸表に及ぼす影響の

概算額及びその算定方法

当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（単位　百万円）

区分
建設事業

不動産事業 合計
商業施設 住宅 その他

一時点で移転される財又はサービス 8,262 163 1,063 － 9,489

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 35,044 15,785 38,410 269 89,510

顧客との契約から生じる収益 43,307 15,948 39,474 269 98,999

その他の収益 － － 0 － 0

外部顧客への売上高 43,307 15,948 39,474 269 98,999

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項(5)重要な収益及

び費用の計上基準①完成工事高及び完成工事原価の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時

期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位　百万円）

 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）  

受取手形 2,667

完成工事未収入金等 9,115

電子記録債権 1,635

 13,418

顧客との契約から生じた債権（期末残高）  

受取手形 2,770

完成工事未収入金等 11,770

電子記録債権 3,303

 17,844

契約資産（期首残高） 23,191

契約資産（期末残高） 13,968

契約負債（期首残高） 2,044

契約負債（期末残高） 3,980

 

　契約資産は、主に顧客との工事契約において、一定の期間にわたり収益を認識しておりますが、期末時点で

支払期日が到来していない対価に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は、対価に対

する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振替えられます。当該工事契

約に関する対価は、各工事契約の支払条件に基づき受領しております。

　契約負債は、主に、一定の期間にわたり収益を認識している工事契約及び、一定の期間にわたり収益を認識

せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識している工事契約の支払条件に基づき、顧客から受け取っ

た収益認識前の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取崩されます。

 

　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、2,044百万円で

あります。また、当連結会計年度において、契約資産が9,222百万円減少した理由は、主に、期末時点で支払

期日が到来していない工事契約に係る履行義務の充足による増加及び一定の期間にわたり収益を認識している
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工事契約のうち完全な履行義務の充足または対価の収受による減少であり、これによりそれぞれ90,079百万円

増加し、99,302百万円減少しております。

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は90,255百万円であり、当社は、当

該残存履行義務について、履行義務の充足につれて１年から３年の間で収益を認識することを見込んでおり

ます。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社グループは、建設事業を中心に事業活動を展開しており、兼業事業として主に不動産事業を行っているこ

とから、「建設事業」、「不動産事業」の２つを報告セグメントとしております。

「建設事業」は、建築・土木その他建設工事全般に関する事業を営んでおります。「不動産事業」は、不動産

の売買・賃貸その他不動産に関する事業を営んでおります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に
おける記載と同一であります。
報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額（注）２ 建設事業 不動産事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 98,730 269 98,999 － 98,999

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 98,730 269 98,999 － 98,999

セグメント利益 8,748 98 8,846 △1,980 6,866

セグメント資産 53,788 7,737 61,525 6,076 67,602

その他の項目      

減価償却費 24 － 24 145 169

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
25 － 25 196 222

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額△1,980百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれており

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額6,076百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含まれておりま

す。

（3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額196百万円は、従業員用パソコンのリプレイスに伴う設備

投資額等であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。
 
 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載しておりません。
 
 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱ニトリ 12,469 建設事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

全社・消去
連結財務諸表
計上額

 建設事業 不動産事業 計

当期償却額 83 － 83 － 83

当期末残高 1,067 － 1,067 － 1,067

（注）のれんの未償却残高には、当連結会計年度の株式取得による企業結合において発生した、取得原価の配分が完了

していない、暫定的に算定されたのれんの金額が含まれております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類
会社等
の名称
（所在地）

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

その他の

関係会社

㈱マルハン

(京都市上京区)
10,000

総合レ

ジャー

施設の

運営

被所有

直接　 32.44
営業上の取引

工事の

請負
237 完成工事未収入金等 －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

工事の請負金額については、市場価格を勘案して見積提出し、価格交渉の上、決定しております。

 

２．連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員及びその近親者

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類
会社等
の名称
（所在地）

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社の

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を保有

している

会社

ＫＫホールディ

ングス㈱

(千葉県長生郡)

(注２)

1
不動産

業等
－ 資産の賃借

土地建

物の賃

借料

(注１)

14 その他流動資産 2

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を勘案して個別に協議の上、一般取引と同様に決定しております。

２．当社連結子会社の片岡工業株式会社の代表取締役会長・片岡暉雄が議決権の過半数を保有しております。
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（１株当たり情報）

 
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

１株当たり純資産額 4,692.93円

１株当たり当期純利益 647.19円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 644.88円

（注）「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

１株当たり当期純利益  

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 4,697

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（百万円）
4,697

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,258

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－

普通株式増加数（千株） 25

（うち新株予約権（千株）） （ 25 ）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

－

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 414 0.979 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － 1,503 1.641 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 58 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － 4,661 1.742
2026年～

2030年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 95 －
2026年～

2029年

その他有利子負債 － － － －

合計 － 6,732 － －

（注）１．連結財務諸表作成初年度の為、期首残高は記載しておりません。

２．「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務の「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会

計年度に配分しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,320 1,132 961 1,248

リース債務 51 32 10 1

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高（百万円） 51,601 98,999

税金等調整前中間（当期）　

純利益（百万円）
3,006 6,944

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益（百万円）
1,999 4,697

１株当たり中間（当期）純利

益（円）
275.41 647.19
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 13,023 18,695

受取手形 2,667 2,770

電子記録債権 1,635 3,303

完成工事未収入金等 ※２,※６ 32,306 ※６ 23,273

販売用不動産 ※１ 5,421 ※１ 5,369

仕掛販売用不動産 2,130 2,157

未成工事支出金 1,644 2,162

前払費用 171 170

未収入金 57 34

未収消費税等 341 －

その他 614 277

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 60,011 58,213

固定資産   

有形固定資産   

建物 163 173

減価償却累計額 △94 △133

建物（純額） 68 39

車両運搬具 6 8

減価償却累計額 △5 △0

車両運搬具（純額） 0 7

工具器具・備品 248 195

減価償却累計額 △179 △135

工具器具・備品（純額） 68 59

土地 0 0

リース資産 138 234

減価償却累計額 △39 △86

リース資産（純額） 98 148

建設仮勘定 8 1

有形固定資産合計 246 258

無形固定資産   

ソフトウエア 120 118

その他 5 48

無形固定資産合計 125 166

投資その他の資産   

投資有価証券 2,078 2,324

関係会社株式 119 2,749

出資金 0 0

長期前払費用 20 20

繰延税金資産 723 706

差入保証金 428 675

その他 167 55

投資その他の資産合計 3,537 6,532

固定資産合計 3,909 6,956

資産合計 63,920 65,169
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 42 103

電子記録債務 7,283 6,059

工事未払金 15,158 7,822

短期借入金 ※１ 3,646 ※１ 1,917

リース債務 33 58

未払金 435 339

未払費用 126 131

未払法人税等 660 1,795

未払消費税等 － 2,230

未成工事受入金 2,044 3,251

預り金 46 41

完成工事補償引当金 154 160

工事損失引当金 8 －

賞与引当金 463 771

その他 36 －

流動負債合計 30,139 24,683

固定負債   

長期借入金 1,972 ※１ 4,661

リース債務 66 95

退職給付引当金 1,525 1,525

長期未払金 9 9

長期預り金 128 123

固定負債合計 3,701 6,414

負債合計 33,840 31,098

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,329 4,329

資本剰余金   

資本準備金 214 214

資本剰余金合計 214 214

利益剰余金   

利益準備金 676 759

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 24,131 27,900

利益剰余金合計 24,807 28,660

自己株式 △27 △28

株主資本合計 29,324 33,176

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 733 873

評価・換算差額等合計 733 873

新株予約権 22 22

純資産合計 30,080 34,071

負債純資産合計 63,920 65,169
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高   

完成工事高 ※１,※２ 93,264 ※１,※２ 96,178

不動産事業売上高 3,109 269

売上高合計 96,373 96,448

売上原価   

完成工事原価 ※３ 86,904 86,307

不動産事業売上原価 ※４ 2,448 96

売上原価合計 89,352 86,403

売上総利益   

完成工事総利益 6,360 9,871

不動産事業総利益 660 173

売上総利益合計 7,021 10,044

販売費及び一般管理費   

役員報酬 176 211

従業員給料及び手当 1,034 1,048

退職金 7 20

退職給付費用 49 51

賞与引当金繰入額 86 155

法定福利費 185 191

福利厚生費 35 42

修繕維持費 59 55

事務用品費 19 18

通信交通費 138 149

動力用水光熱費 4 4

広告宣伝費 32 32

交際費 64 66

寄付金 24 14

地代家賃 184 187

減価償却費 107 157

租税公課 168 193

保険料 20 23

雑費 520 670

販売費及び一般管理費合計 2,920 ※１ 3,297

営業利益 4,100 6,747
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 31 39

還付加算金 0 1

受取保険金 － 7

貸倒引当金戻入額 0 1

雑収入 14 15

営業外収益合計 48 67

営業外費用   

支払利息 91 106

手形売却損 28 －

支払手数料 9 30

営業外費用合計 128 137

経常利益 4,020 6,677

特別利益   

固定資産売却益 46 2

投資有価証券売却益 － ※５ 138

特別利益合計 46 141

特別損失   

固定資産除却損 2 1

固定資産売却損 2 －

ゴルフ会員権評価損 5 －

特別損失合計 10 1

税引前当期純利益 4,056 6,817

法人税、住民税及び事業税 883 2,190

法人税等調整額 234 △60

法人税等合計 1,117 2,129

当期純利益 2,938 4,687
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【完成工事原価報告書】

  
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

Ⅰ 材料費  4,146 4.8 4,322 5.0

Ⅱ 労務費  3,270 3.8 3,016 3.5

（うち労務外注費）  (3,270) (3.8) (3,016) (3.5)

Ⅲ 外注費  70,082 80.6 69,529 80.6

Ⅳ 経費  9,405 10.8 9,438 10.9

（うち人件費）  (3,243) (3.7) (3,336) (3.9)

計  86,904 100 86,307 100

      

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。

【不動産事業売上原価報告書】

  
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

Ⅰ 不動産取得費  2,253 92.0 － －

Ⅱ 人件費  － － － －

Ⅲ 減価償却費  57 2.4 － －

Ⅳ その他経費  136 5.6 96 100

計  2,448 100 96 100

      

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 4,329 214 214 599 22,031 22,631 △27 27,148

当期変動額         

新株の発行（新株予約権の行
使）

        

利益準備金の積立    76 △76 －  －

剰余金の配当     △762 △762  △762

当期純利益     2,938 2,938  2,938

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － 76 2,100 2,176 △0 2,175

当期末残高 4,329 214 214 676 24,131 24,807 △27 29,324

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 360 360 22 27,531

当期変動額     

新株の発行（新株予約権の行
使）

   －

利益準備金の積立    －

剰余金の配当    △762

当期純利益    2,938

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

373 373  373

当期変動額合計 373 373 － 2,549

当期末残高 733 733 22 30,080
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当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 4,329 214 214 676 24,131 24,807 △27 29,324

当期変動額         

新株の発行（新株予約権の行
使）

        

利益準備金の積立    83 △83 －  －

剰余金の配当     △834 △834  △834

当期純利益     4,687 4,687  4,687

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － 83 3,769 3,852 △0 3,852

当期末残高 4,329 214 214 759 27,900 28,660 △28 33,176

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 733 733 22 30,080

当期変動額     

新株の発行（新株予約権の行
使）

   －

利益準備金の積立    －

剰余金の配当    △834

当期純利益    4,687

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

139 139  139

当期変動額合計 139 139 － 3,991

当期末残高 873 873 22 34,071
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式：移動平均法による原価法

②その他有価証券：市場価格のない株式等以外のもの　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定しております。）

　市場価格のない株式等　　　　　　移動平均法による原価法

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

(3) 棚卸資産

①販売用不動産及び仕掛販売用不動産：個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

しております。）

②未成工事支出金：個別法による原価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）：定額法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）：定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

(2) 完成工事補償引当金

完成工事に係る契約不適合に要する費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額を

計上しております。

(3) 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

(4) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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４．収益及び費用の計上基準

(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当社は主要な事業として、建築・土木・内装仕上工事等の建設事業を営んでおり、顧客との契約に基づき受注

した工事について、施工して引渡す義務を負っております。財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間に

わたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり

収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、インプット法に基づき、予想される工事原

価総額に対する各報告期間の期末日までの実際発生原価の割合にて算出しております。また、契約の初期段階に

おいて、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見込

まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義

務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間

にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。なお、取引価格は工事請

負契約により決定され、対価は契約に定められた時期に段階的に受領しております。

 

(2) ファイナンス・リース取引に係る収益及び原価の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法は、次のとおりであります。

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては特例処理の要件を満たしており、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ

ヘッジ対象　　変動金利借入金

③　ヘッジ方針

　金利変動リスクを回避するため、金利スワップを採用しており、投機的取引は実施しておりません。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

 

(2) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異なっ

ております。

 

(3) 資産に係る控除対象外消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等については、発生事業年度の費用として処理しております。
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（重要な会計上の見積り）

１．販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価

（1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

販売用不動産 5,421 5,369

仕掛販売用不動産 2,130 2,157

 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）１．販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価（2）識別

した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略して

おります。

 

２．工事原価総額の見積り

（1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

一定の期間にわたり収益を認識

する工事に係る完成工事高
85,082 86,993

工事損失引当金 8 －

 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）２．工事原価総額の見積り（2）識別した項目に係る重要

な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（会計上の見積りの変更）

（耐用年数の見積りの変更）

当社は2024年12月26日付開催の取締役会において、本社移転に関する決議をいたしました。これに伴い、移転後

利用見込みのない固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわたり変更しております。

この見積りの変更により、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ36百万円減少しております。
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（貸借対照表関係）

※１．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

販売用不動産 5,421百万円 5,369百万円

計 5,421 5,369

 

担保に係る債務

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

短期借入金（１年内返済予定の長期借入金

を含む）
2,240百万円 140百万円

長期借入金 － 1,260

計 2,240 1,400

 
※２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

完成工事未収入金等 1百万円 －百万円

 

３．受取手形割引高及び電子記録債権割引高

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

受取手形割引高 1,303百万円 －百万円

電子記録債権割引高 262 －

 

４．貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約を、取引銀行３行と貸出コミットメント

契約を締結しております。

事業年度末におけるこれらの契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

なお、貸出コミットメント契約については、以下の財務制限条項が付されております。

①事業年度の末日における貸借対照表の自己資本の合計金額を直前の事業年度の末日における貸借対照表の自己

資本の合計金額の75％以上に維持すること。

②事業年度における損益計算書の経常利益が損失とならないこと。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

当座貸越極度額

及び貸出コミットメントの総額
11,950百万円 11,950百万円

借入実行残高 432 414

差引額 11,518 11,536
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５．シンジケートローン契約

当社が2024年９月25日に締結したシンジケートローンによるタームローン契約には、以下の財務制限条項が付され

ております。

①事業年度末日における連結貸借対照表の自己資本の合計金額を、2025年３月期末日における連結貸借対照表の

自己資本の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表の自己資本の合

計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②事業年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益が損失とならないこと。

 

※６．顧客との契約から生じた債権

完成工事未収入金等については、顧客との契約から生じた債権及び契約資産を区分して記載しておりません。顧客

との契約から生じた債権の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）３．顧客との契約に基づく履行義務の

充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から

翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 (1) 契約資産及び契約負債の残高

等」に記載しております。
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（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高

前事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

完成工事高 21百万円  237百万円

販売費及び一般管理費 －百万円  △19百万円

 

※２．一定の期間にわたり収益を認識する工事に係る完成工事高は次のとおりであります。

前事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

85,082百万円 86,993百万円

 

※３．完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額

前事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

8百万円 －百万円

 

※４．不動産事業売上原価には、次の販売用不動産評価損が含まれております。

前事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

75百万円 －百万円

 

※５．投資有価証券売却益

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当社が保有する投資有価証券である非上場株式１銘柄の株式の売却による売却益138百万円を損益計算書の投資有

価証券売却益として特別利益に計上しております。

 

（有価証券関係）

子会社株式

　前事業年度（2024年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（百万円）

子会社株式 119

 

　当事業年度（2025年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 2,749
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度
（2024年３月31日）

 当事業年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 472百万円 488百万円

貸倒引当金 0  0

工事未払金・未払費用 99  52

賞与引当金 143  239

完成工事補償引当金 47  49

投資有価証券評価損 57  58

工事損失引当金 2  －

その他 236  276

繰延税金資産小計 1,061  1,163

評価性引当額 △89  △131

繰延税金資産合計 971  1,032

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △248  △325

繰延税金負債合計 △248  △325

繰延税金資産（負債）の純額 723  706

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 前事業年度
（2024年３月31日）

 
 

当事業年度
（2025年３月31日）

法定実効税率 31.0％  　法定実効税率と税効

（調整）   果会計適用後の法人税

永久に損金に算入されない項目 0.9  等の負担率との間の差

住民税均等割 0.3  異が法定実効税率の

評価性引当額の増減 △0.8  100分の５以下である

税額控除 △3.1  ため注記を省略してお

その他 △0.8  ります。

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.6   

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに

伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりまし

た。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率を31.0％から32.0％に変更し計算しております。この変更による

影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項(収益認識関係)」

に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

有価証券報告書

101/113



④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 163 11 1 173 133 39 39

車両運搬具 6 8 6 8 0 1 7

工具器具・備品 248 19 72 195 135 28 59

土地 0 － － 0 － － 0

リース資産 138 100 3 234 86 51 148

建設仮勘定 8 1 8 1 － － 1

有形固定資産計 564 142 91 614 356 120 258

無形固定資産        

ソフトウエア 552 34 6 580 462 37 118

その他 5 42 － 48 － － 48

無形固定資産計 557 77 6 628 462 37 166

長期前払費用 52 6 11 48 27 6 20

 

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 3 － － 1 2

完成工事補償引当金 154 160 154 － 160

工事損失引当金 8 3 12 － －

賞与引当金 463 771 463 － 771

（注）「当期減少額（その他）」は、以下のとおりであります。

貸倒引当金・・・・・ 洗替えによる取崩額 １百万円

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

株主名簿管理

（特別口座管理機関）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人においては取り扱っていない。

取次所

（特別口座管理機関取次所）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告に

よることができないときは、日本経済新聞に掲載する。

（公告掲載ＵＲＬ 　http://www.ichiken.co.jp）

株主に対する特典 該当事項なし

（注）１．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

２．当社の株主名簿管理人は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（東京都千代田区丸の内一丁目４番５号）でありま

す。

３．特別口座に記録されている株式に関する証券会社口座への振替請求、住所・氏名等の変更や配当金受領方法

の指定、単元未満株式の買取りなどの各種手続きは、特別口座管理機関で受け付けております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において提出した金融商品取引法第25条第１項各号に

掲げる書類は、次のとおりであります。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第98期）（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

2024年６月26日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2024年６月26日関東財務局長に提出

(3) 半期報告書及び確認書

（第99期中）（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

2024年11月14日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書

2024年６月27日関東財務局長に提出

(5) 意見表明報告書

株式会社マルハンによる当社普通株式に対する公開買付けに賛同する旨の意見表明報告書

2025年５月21日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  
   
 

 2025年６月26日

株式会社イチケン  

 

 取締役会　御中   

 

 太陽有限責任監査法人  

 東　京　事　務　所  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 齋 藤 　哲

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 西 村 大 司

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社イチケンの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社イチケン及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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長期大型工事の収益認識における工事原価総額に係る会計上の見積りの不確実性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、工事のうち履行義務が一定の期間にわたり充足

され、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ること

ができるものについて、当該進捗度に基づき収益を認識し

ている。

　【注記事項】（重要な会計上の見積り）の「２．工事原

価総額の見積り」に記載のとおり、当連結会計年度におけ

る収益を一定の期間にわたり認識する工事に係る完成工事

高89,240百万円は、売上高合計98,999百万円の90.1％を占

めており、会社の経営成績に与える影響が大きい。

　工事原価総額は、当初は、契約ごとの実行予算として見

積られる。実行予算は、工事着工から完成に至るまでに必

要となる施工条件、工法及び工程、建設資材や外注労務費

等の必要投入量、価格変動見込等の様々な仮定を用いて算

定される。

　また、工事原価総額は、工事着工後完成に至るまで、施

工条件、工法及び工程の再検討、建設資材や外注労務費等

の追加投入量の積算及び当該追加原価に係る発注価格交渉

等を考慮して見直される。

　特に近年、会社が受注している工事は大型化する傾向に

あり、工期が長期にわたる工事では、施主からの要求や施

工中の不具合等に起因する工法や施工範囲等の変更、建設

資材や外注労務費等の価格変動に伴い、工事原価総額の見

直し頻度やそれに伴う金額の変動の増加が識別されてい

る。

　したがって、長期大型工事に関して、工事原価総額の見

直しが必要となる事象が発生しているにもかかわらず、必

要かつ十分な情報が捕捉されず見直されない場合、あるい

は、不十分な情報に基づき工事原価総額が見直された場合

には、完成工事高が適切に計上されず、連結財務諸表全体

に与える影響が大きいものとなる。

　以上より、当監査法人は、長期大型工事の収益認識にお

ける工事原価総額に係る会計上の見積りの不確実性につい

て、監査上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、長期大型工事の収益認識における工事原

価総額に係る会計上の見積りの不確実性を検討するに当た

り、主として以下の監査手続を実施した。

・　工事原価総額の見積りに関連する内部統制の整備状

況及び運用状況を評価した。これには、作業工程表を

用いて当初実行予算と工事原価総額の乖離を分析・調

査し、工事原価総額の異常性の有無を確認する統制、

また、工事着手後の状況の変化を工事原価総額に反映

するためのモニタリングが含まれる。

・　工事原価総額について、会社の過年度の見積りと実

績の差額を検証し、会社の見積りの不確実性を評価し

た。

・　工事案件の中から、一定の条件に従い、特に見積り

の不確実性が高いと考えられる案件を抽出し、抽出し

た案件について、工事原価総額の算定の基礎となる主

要な仮定の合理性を評価するため、以下の監査手続を

実施した。

・　契約書を含む関連証憑の閲覧や責任者への質問等

を行い、契約で合意された工事仕様について理解す

るとともに、工事原価総額に影響を与える要因が適

切に反映されていることを検証した。

・　適切な責任者から工事の進捗状況を聴取したうえ

で、建設資材及び外注労務費の追加投入量、単価を

含む工事原価総額の積算内容について質問した。こ

れに対する回答について、次の監査手続によって合

理性を評価した。

－　回答における見積りの仮定が原価積算資料に適

切に反映されていることを確かめた。

－　単価の見積りなど、裏付けとなる外部証憑を確

認できるものについて、外部証憑との突合を行っ

た。

－　工事原価の実際発生額について、過去の類似工

事における原価発生実績との対比分析を行い、そ

の乖離について適切な責任者へ質問するととも

に、関連資料の閲覧を行うことにより、回答の合

理性を評価した。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社イチケンの2025年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社イチケンが2025年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
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＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  
   
 

 2025年６月26日

株式会社イチケン  

 

 取締役会　御中   

 

 太陽有限責任監査法人  

 東　京　事　務　所  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 齋 藤 　哲

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 西 村 大 司

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社イチケンの2024年４月１日から2025年３月31日までの第99期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

イチケンの2025年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
 

長期大型工事の収益認識における工事原価総額に係る会計上の見積りの不確実性

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項(長期大型工事の収益認識における工事原価総
額に係る会計上の見積りの不確実性)と同一内容であるため、記載を省略している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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